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2 令和 2 年度の結果                                 

【基本的方向性 1】「総合的な学力」の育成 

 

 ■基本施策（1）自ら学び社会で生かす「総合的な学力」の育成 

 
 ◆施策の内容 
  各学校が総合学力プロフィールをもとに計画した学力向上の具体策により、言語能力を基盤とした「学

力」・「学びの基礎力」・「社会的実践力」をバランスよく育てる。 
 
 ◆取組内容 
  ・各学校が、総合学力プロフィールや学力調査結果を組織的に分析することにより、自校及び中学校区

の課題を明らかにし、R-PDCA サイクルに継続して取り組んだ。 

  ・小中学校でのネイティブスピーカーの派遣を通年配置（新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に

よる臨時休業に伴い学校再開後の 6月から派遣を開始）した。また、小中各 2校でオンライン英会話

をモデル実施した。 

  ・キャリア教育研修動画の配信、外部人材の派遣、キャリア・パスポート活用のためのファイル配布等

を行った。 

  ・学校司書を全小中学校に配置し、また、学校図書館サポーターを小学校 140 回、中学校 70回配当し、

学校司書と連携を図り、学校図書館の環境整備を行った。 

 
 ◆成果 
  ・堺市「子どもがのびる」学びの診断（以下「学びの診断」）の結果から、小学校の教科学力の同一集

団比較※において、小 6国語を除き全学年及び教科で昨年度を上回った。また、中学生チャレンジテ

スト（以下「チャレンジテスト」）の結果から、中学校 1年生において、国語、英語は府平均を上回

り、中学校 2年生において、社会 Bは府平均を上回った。 

  ・学びの診断の質問紙項目「英語の授業で自分の考えを書いたり、スピーチをしたりすることがある」

の肯定回答が中学 1・2 年生ともに年々上昇し、「外国語活動/英語の勉強は大切だと思う」の肯定回

答が小学 6年生、中学 2年生ともに昨年度を上回った。 

  ・エキスパートやトップアスリート、堺ゆかりの著名人等の外部人材の派遣校数が昨年度を上回った。 

  ・小学校への学校司書の配置による環境整備により、児童や教員が利用しやすい学校図書館に変容し、

読み聞かせの実施や調べ学習用図書の準備等、支援を行うことができた。 

 
 ◆課題 
  ・チャレンジテストの結果から、中学校 1年生において、数学は前年度よりやや上昇したが、府平均よ

り下回った。また、中学校 2年生において、社会以外の教科は府平均を下回った。 

  ・キャリア・パスポートの取組について、今後も研修等を通じて周知を進める必要がある。 

 
 ◆今後の方向性 
  ・これまでの学力向上の取組を総括し、重要な取組として「授業改善」「各種調査を基にした取組の分

析評価改善」「子ども一人ひとりの状況の経年比較」の 3点に取り組む。 

  ・小学校外国語活動・外国語科及び中学校英語の授業において、ICT 等を活用し、英語を使う機会の確

保を図る。また、「小学校英語推進加配」を活用し、小学校学級担任の指導力向上に努める。 

  ・キャリア教育推進事業において、外部人材の派遣やキャリア教育教員研修を引き続き実施する。 

  ・GIGA スクール構想における 1人 1台端末を有効活用し、個に応じたきめ細かな学習支援を行う。 

                                                      
※ 同一集団の該当学年での全国参考値との差と、前学年での全国参考値との差との比較したもの。 
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 ◆事業評価 

（1）－ ① 学力向上推進事業 学校指導課 

事業概要 
・言語活動の充実と子ども自身が主体的に学び、考える授業の充実に取り組む。 

・自律的に学ぶ力の育成に資する家庭学習習慣の形成に取り組む。 

R1 課題 

・小学校では、国語は全国平均をやや下回った。 

・中学校では、数学で全国平均を下回り、府平均と同程度であった。国語は全国及び府平均を

下回った。 

・学力低位層の割合や無解答率について、小学校では、全国と同程度もしくは減少したが、中

学校では、数学でやや改善が見られるものの、全国と差があり、依然として課題である。 

・新型コロナウイルス感染症により、年度末の学習内容を終えずに臨時休業になった教科が発

生した。 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症による臨時休業により、家庭での学習を支援するため、授業動画

及び家庭学習例を作成した。 

・新型コロナウイルス感染症により全国学力・学習状況調査、中学校チャレンジテスト（3 年

生）が中止となったが、堺市の独自調査である堺市「子どもがのびる」学びの診断は、10 月

から 12 月に延期して実施した。 

・堺市「子どもがのびる」学びの診断結果から、今年度の学力や学習生活習慣の影響を経年で

比較し分析した。 

・中学生チャレンジテスト 1、2 年生の結果を分析した。 

・各学校が、総合的な学力をバランスよく育成することを全教員で共有し、また、総合学力プ

ロフィールや学力調査結果を組織的に分析することにより、自校及び中学校区の課題を明ら

かにし、R-PDCA サイクルに継続して取り組んだ。 

・全小中学校で「堺版授業スタンダード」を、さらに中学校においては、「教科版授業スタン

ダード」をふまえた問題解決的な学習の充実を図り、「深い学び」に向けた授業改善を推進

した。また、新たに、音楽、美術、技術・家庭、体育の中学校教科版授業スタンダードを作

成した。 

・習熟度別指導等のきめ細かな指導、小学校における高学年専科指導による教員の専門性を生

かした効果的な指導を行うため、加配教員を配置した。 

・総合的な学力向上研究校 10 校（小学校 4 校、中学校 6 校）に 2 年次として加配教員を配置

した。 

成果 

・堺市「子どもがのびる」学びの診断の結果から、小学校の教科学力を同一集団比較※におい

て、小 6 国語を除き全学年及び教科で昨年度を上回った。 

・中学生チャレンジテストの結果から、中学校 1 年生において、国語、英語は府平均を上回っ

た。また、中学校 2 年生において、社会 B は府平均を上回った。 

・総合的な学力向上研究校 10 校について、令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症により、

授業公開や研究大会を実施することはできなかったが、各校とも工夫して研究を進め、10 校

の研究を冊子にまとめ、全市へ発信することができた。 

課題 

・これまで堺版授業スタンダードによる問題解決的な学習に向けた授業改善に取り組み、子ど

もの資質・能力の育成に努めてきたが、臨時休業期間中の各学校の状況を聞き取ると、自ら

課題を見つけ主体的に学習を進めることに課題が見られた。 

・堺市「子どもがのびる」学びの診断の結果から、家庭学習に関する項目（平日の学習時間、

自分で計画を立てて勉強しているなど）に課題が見られた。 

・中学生チャレンジテストの結果から、中学校 1 年生では、数学は前年度よりやや上昇した

が、府平均より下回った。また、中学校 2 年生では、社会以外の教科は府平均を下回った。 

今後の方向性 

・これまでの学力向上の取組を総括し、重要な取組として「授業改善」「各種調査を基にした

取組の分析評価改善」「子ども一人ひとりの状況の経年比較」の 3 点に取り組む。 

・堺版授業スタンダードを基にした授業改善において、効果的な ICT の活用や授業と関連付け

た家庭学習の取組を推進。 

・1 人 1 台端末を活用した質問紙調査の実施による検証改善サイクルの確立。 

・中学校で今年度、特に同一集団で改善した学校の取組を聞き取り、成果について発信。 

・総合的な学力向上研究校を指定し「GIGA スクール構想の推進」「カリキュラム・マネジメン

トの推進」「校内研修体制の充実」の 3 つのテーマで研究を推進。 

                                                      
※ 同一集団の該当学年での全国参考値との差と、前学年での全国参考値との差との比較したもの。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

学力テストの堺市の平均値（全国を 100 とした場合） 

（全国学力・学習状況調査） 

小 6 97.6 105 100.5 ↗ 

中 3 93.9 102 95.8 ↗ 

取組内容 

・全国学力・学習状況調査や堺市「子どもがのびる」学びの診断を活用した検証改善サイクル

の確立。 

・堺版授業スタンダードを活用した「教師が教え込む授業」から「子どもが考える授業」への

授業改善の推進。 

・家庭学習習慣の確立と学力低位層への支援。 

・習熟度別指導等のきめ細かな指導の充実。 

・高学年専科指導による教員の専門性を生かした効果的な指導の充実（R2～） 

・総合的な学力向上研究校 10 校（小学校 4 校、中学校 6 校）への加配教員の配置（R1、2） 

成果 

・全国学力・学習状況調査において、小学校で 2.9P、中学校で 1.9P 改善した。 

・全国学力・学習状況調査において、学力低位層（正答率が 40％未満）の児童の割合が、小

学校は全国と同程度となり改善した。 

課題 

・全国学力・学習状況調査において、学力低位層（正答率が 40％未満）の生徒の割合が、中

学校は全国をおよそ 3P 上回っている。堺市「子どもがのびる」学びの診断の質問紙調査に

て、「家で宿題をしている児童生徒の割合」の 5 年間の推移は、小学校 4 年～6 年は 8 割程

度の値であるが、中学校 1～2 年は 5 割～6 割に留まることから家庭学習習慣の形成を図る

必要がある。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 

  



- 41 - 
 

 

（1）－ ② 英語教育推進事業 学校指導課 

事業概要 

・小学校 3・4 年生に外国語活動を導入し、5・6 年生では外国語活動から外国語科へ移行し

実施する。 

・小学校や中学校の授業でネイティブスピーカー（以下「NS」）を活用する。 

・小、中、高等学校教員を対象とし、指導力向上研修を実施する。 

・小学校に非常勤講師を配置する。 

R1 課題 

・「堺市『子どもがのびる』学びの診断」の質問紙項目「英語を使ってコミュニケーションを

図りたいと思う」の肯定的回答は、小学校 6 年生で昨年度に比べ 2.5P 減少した。 

・新型コロナウイルス感染症の対策として、授業での話す活動に制限があり、教科として本来

実施すべき活動が十分に実施することができなかった。 

R2 取組内容 

・小学 3・4 年生で外国語活動を、外国語科を 5・6 年生で外国語科を導入した。 

・高学年は教科用図書を用いて学び、学習評価を行うこととなったため、令和元年度末に小

学校教員を対象とした評価について研修を行い、また、加配教員を対象とした研修を実施し

た。 

・小中学校での NS の派遣を通年の配置とした。本来 4 月からの派遣であったが、臨時休業に

伴い学校再開後の 6 月から派遣を開始した。 

・オンライン英会話を小・中学校各 2 校にてモデル実施をした。 

・専門的な知識を有する小学校英語指導加配教員や非常勤講師を配置した。 

成果 

・文部科学省が行う、中学 3 年生を対象とした令和元年度英語教育実施状況調査では、国の目

標値「英検 3 級程度以上 50％」に対し、本市結果は 46.2％と大きく近づいた。 

・令和 2 年度中学生チャレンジテスト英語において府平均を 100 換算で同一学年比較した場

合、1 年生は府平均を上回った 

・「堺市『子どもがのびる』学びの診断」の質問紙項目「英語の授業で自分の考えを書いたり、 

スピーチをしたりすることがある」の肯定回答が中学 1・2 年生ともに年々上昇している。 

・「堺市『子どもがのびる』学びの診断」の質問紙項目「外国語活動/英語の勉強は大切だと思

う」の肯定回答が小学 6 年生、中学 2 年生ともに昨年度を上回った。 

課題 
・令和 2 年度中学生チャレンジテスト英語において府平均を 100 換算で同一学年比較した場

合、2 年生は府平均を下回った。 

今後の方向性 

・小学 3・4 年生における外国語活動、小学 5・6 年生における外国語科及び中学校英語の授

業において、ICT 等を活用し、英語を使う機会の充実を図る。 

・中学校では、英語の授業は英語で行うことを基本とし、英語教育の充実を図る。 

・「小学校英語推進加配」を活用し、小学校学級担任等の指導力向上に努める。 

・NS の派遣とオンライン英会話のモデル実施等により、英語教育の充実を図る。 

・中学校英語科教員の教員研修を行い、教員の英語力、指導力の向上に努める。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

「英語を使ってコミュニケーションを図りたいと思う」
と答えた児童の割合（堺市「子どもがのびる」学びの診断） 

小 6 
77.4％ 

（H27） 
80％ 78.2％ ↗ 

「英語の授業の内容はよく分かる」と答えた生徒の
割合（中学生チャレンジテスト） 

中 2 71.3％ 75％ - - 

「英語の授業の内容はよく分かる」と答えた生徒の
割合（代替指標）（堺市「子どもがのびる」学びの診断） 

中 2 63.4％ 75％ 69.6％ ↗ 

取組内容 

・小学校、中学校教員を対象とした指導力向上研修の実施 
・新学習指導要領の全面実施に向け、小学 3・4 年生への NS 派遣開始、小学校における 1 ク

ラスの活用回数の増加、小中学校における通年配置 
・オンライン英会話のモデル実施 
・小学校非常勤講師の派遣と小学校で加配教員を活用した英語の授業の実施 

成果 
・令和元年度全国学力・学習状況調査では中学生の英語力は全国平均と同程度であった。 
・小学 3 年生より NS と触れ合うことができる環境整備が進み、英語を使うことに慣れ親しむ

ことができた。 

課題 
・小学校での教科化に伴い、指導と評価について教員の育成が必要である。 
・中学校では英語で授業を進めることのできる英語力・指導力向上が必要である。 
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（1）－ ③ キャリア教育推進事業 学校指導課 

事業概要 
社会的・職業的自立に向けて、基盤となる基礎的・汎用能力を育成し、勤労観や職業観を形成

するため、子どもたちの発達の段階に応じたキャリア教育の充実を図る。 

R1 課題 

・「文化人、芸術家、堺ゆかりの著名人等の「本物」とのふれあいを年 1 回以上体験できる機

会を設けた」学校の割合が、昨年度に比べ 19P 下回った。 

・トップアスリート派遣を希望する学校が多く、対応策を講じる必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症対策の観点から集合研修の実施が困難である。 

R2 取組内容 

・キャリア教育研修動画の配信 

・エキスパート派遣事業、トップアスリート派遣事業、堺ゆめ授業「ようこそ」堺の先輩の実

施。 

・各学校で「キャリア・パスポート」を活用できるよう「キャリア・パスポート」用ファイル

を配付 

成果 
・エキスパートやトップアスリート、堺ゆかりの著名人等の外部人材の派遣校数が昨年度を上

回った。 

課題 
・令和 2 年度から取組を開始した「キャリア・パスポート」については、今後も研修等を通じ

て取組についての周知を進める必要がある。 

今後の方向性 

・キャリア教育推進事業においてエキスパートやトップアスリート、堺ゆかりの著名人等の外

部人材を派遣し、より多くの学校で活用できるように整備する。 

・各学校で特色あるキャリア教育の充実を図ることを目的に、各小中学校のキャリア教育担当

者を対象にしたキャリア教育教員研修を引き続き実施する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

エキスパートやトップアスリート、堺ゆかりの著名

人等の外部人材の派遣校数【年間】 
- 44 校 50 校 37 校 ↘ 

文化人、芸術家、堺ゆかりの著名人等の「本物」との

ふれあいを年１回以上体験できる機会を設けた学校

の割合（追加指標）（堺市「子どもがのびる」学びの

診断） 

- 
88.6% 

(H30) 
100% 55.0% ↘ 

取組内容 

・キャリア教育研修の実施 

各小中学校のキャリア教育担当者を対象に悉皆で 8 月に半日実施 

・エキスパート派遣事業 

多様な分野における専門的知識・技能を有する人材をキャリア教育の講師・指導者として派

遣 

・トップアスリート派遣事業 

トップアスリートをキャリア教育の講師・指導者として派遣 

・堺ゆめ授業「ようこそ」堺の先輩 

堺にゆかりのある著名人をキャリア教育の講師・指導者として派遣 

・進路指導ガイドブック「キャリアマップ」の活用 

中学生の進路選択のため、堺にゆかりのある職業を含む様々な職業に関する紹介集を作成 

・「キャリア・パスポート」の活用 

小学校から高等学校を通じて、児童生徒が自らの学習状況やキャリア形成を見通す等、自己

実現につなぐことができるよう「キャリア・パスポート」用ファイルを配付 

成果 

・多くの学校に多様な分野における専門的知識・技能を有する人材を派遣することができた。 

・キャリアマップや「キャリア・パスポート」の周知により、各学校におけるキャリア教育の

充実につながった。 

課題 
・令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症対策の観点から、職業体験や出前授業等の実施を

控える学校が多かった。 
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（1）－ ④ 学校図書館教育推進事業 学校指導課 

事業概要 

豊かな心や人間性、教養、想像力等を育む自由な読書活動や読書指導の場としての読書センタ

ー機能、児童生徒の自発的・主体的な学習活動を支援する学習センター機能、児童生徒の情報

の収集・選択・活用能力を育成する情報センター機能を構築し、学校図書館教育の推進を図る。 

R1 課題 

・司書教諭・学校司書・学校図書館サポーター対象の研修では、回数や内容の見直しを図り、

効果的な研修を行うことができた。次年度も学校司書の資質・能力が向上できるように、更

なる改善が必要である。 

・全国学力・学習状況調査の質問紙項目「学校の授業時間以外に、普段読書をしている」と答

えた児童の割合は 0.4P、生徒は 2.7P、昨年度よりも低下した。 

R2 取組内容 

・学校司書を全小中学校に配置した。 

・学校図書館サポーターを小学校 140 回、中学校 70 回配当し、学校司書と連携を図り、学

校図書館の環境整備を行った。 

・学校司書研修では、ブックトークのスキルを磨く実技研修を行い、研鑽を積んだ。 

・読書活動の推進のため、小学 1・3 年生、中学 1 年生に読書ノートを配布した。 

・学校図書館職員と学校司書による小学校図書館巡回訪問を市立図書館の協力を得て希望校

対象に実施した。 

・学校図書館チーム支援ではモデル校 4 校に対し、月 1 回程度、学校図書館担当指導主事と

図書館司書が、ブックトーク等の授業支援を行った。 

成果 

・小学校においても学校司書の配置によって環境整備が進み、児童や教員が利用しやすい学校

図書館に変容した。読み聞かせの実施や調べ学習用図書の準備等、支援を行うことができた。 

・学校図書館チーム支援では、様々な本と子どもたちを出合わせることで読書への関心が深

まり、図書の授業に対する教員の意識が変わった。 

課題 ・小学校司書の人材確保が困難であった。 

今後の方向性 

・学校図書館の環境整備等を進めることで、「読書習慣の確立」及び「来館者数の増加」を促

進する。 

・市立図書館との連携を深める。 

・学校司書・司書教諭の研修内容を充実させて、学校図書館の利活用を促進する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「学校の授業時間以外に、普段読書をしている」と答

えた児童生徒の割合（全国学力・学習状況調査） 

小 6 77.5％ 82％ 75.2％ ↘ 

中 3 50.3％ 56％ 48.9％ ↘ 

取組内容 

・平成 29 年度から、週に 2 日勤務の学校司書を中学校に配置 

・令和 2 年度、週に 1 日勤務の学校司書を小学校に配置 

・令和元年度から、市立図書館とともに学校図書館チーム支援を開始 

・学校図書館サポーターを全校に回数配置 

・巡回訪問・選書支援を実施し、小学校学校図書館をサポート 

・研修による人材の育成 

・拠点校に学校図書館職員を配置 

・読書ノート・7 つのやくそくの配付 

成果 

・中学校では学校司書を配置したことにより、来館者数が増加し、授業での図書の利活用が 

増えた。令和 2 年度から、小学校における学校司書配置によって環境整備が進み、読書活 

動や学習活動の支援を行うことができた。 

課題 
・全国学力・学習状況調査の質問紙項目「学校の授業時間以外に、普段読書をしている」と答

えた児童生徒の割合が年々減少傾向にあり、読書離れが進んでいる。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（1）－ ⑤ 科学教育推進事業 能力開発課 

事業概要 
・研修の充実を図り、教員の指導力・観察実験技能の向上に取り組む。 
・科学催事、大学との連携、専門家による授業などを通して、児童生徒の理科や科学に対する

興味・関心を高める。 

R1 課題 

・小学校では、「理科の授業の内容がよくわかる」と答えた児童の割合が86.4％であり、目標
値に到達していない。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、予定している研修の実施及び実施方法の
検討が必要である。 

R2 取組内容 

・堺版授業スタンダード（理科）をふまえた問題解決的な学習の充実に向け、研修を実施した。 
・ステージ1、2の時期には、新型コロナウイルス感染症対策を実施した上で、薬品や火を使う

単元を中心に体験を伴った研修を実施した。ステージ3の時期には、初任者を対象に安全に
関する動画配信を実施した。 

・指導主事や理科指導員が学校訪問を行い、堺版授業スタンダード（理科）をもとに、授業参
観、指導助言を行った。 

・堺市学校理科展覧会として、作品募集、審査、表彰式を実施した。 
・小学校への出前授業を企業等と連携して実施した。 
・小学校6年生を対象に、堺サイエンスクラブを実施した。 

成果 

・新型コロナウイルス感染症対策を実施した上で、児童生徒の成果発表の場として、堺市学校
理科展覧会を実施することができた。 

・中学校では、「理科の授業の内容がよくわかる」と答えた生徒の割合が79.0％と、目標値を
上回った。 

課題 
・小学校では、「理科の授業の内容がよくわかる」と答えた児童の割合が89.2％と、目標値を

下回った。 

今後の方向性 

・理科における教員の指導力・観察実験技能の向上に向けて、堺版授業スタンダード（理科）
をふまえた研修を実施する。 

・初等教育研究会理科部会及び中学校教育研究会理科部会と連携して、部会での研究授業等の
機会を通して、小・中学校教員の授業力向上を図る。 

・児童生徒の資質・能力の向上に向けて、堺市学校理科展覧会、堺サイエンスクラブ、企業等
による出前授業等を実施する。 

・市民への科学教育を推進するために、産官学と連携した科学催事、市民科学講座を実施する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

「理科の授業の内容がよくわかる（よくある・ときど

きある）」と答えた児童生徒の割合（堺市「子どもが

のびる」学びの診断）※ 

小学校 
86.5% 

(H28) 
91％ 89.2％ ↗ 

中学校 
70.8% 

(H28) 
75％ 79.0％ ↗ 

取組内容 

・指導主事や理科指導員などが講師となり、小、中学校の教員を対象に、堺版授業スタンダー
ド（理科）を活用した研修を実施した。 

・初等教育研究会理科部会と連携し、本市教職員の共有データベースであるリソースシステム
に、授業で活用できる資料を蓄積した。 

・指導主事や理科指導員が学校訪問を行い、堺版授業スタンダード（理科）をもとに、授業参
観、指導助言を行った。 

・初等教育研究会理科部会及び中学校教育研究会理科部会と連携して、部会での研究授業等の
機会を通して、小・中学校教員の授業力向上を図った。 

・堺市学校理科展覧会、堺サイエンスクラブ、企業等による出前授業等を実施した。 

成果 

・小学校では、「理科の勉強はすきですか。」と答えた児童の割合において、改善することがで
きた。（H28: 79.9％→R2: 80.4％） 

・中学校では、「理科の勉強はすきですか。」と答えた生徒の割合において、改善することがで
きた。（H28: 64.3％→R2: 68.7％） 

・中学校では、「理科の授業の内容がよくわかる。」と答えた児童生徒の割合において、改善し、
目標値を上回ることができた。（H28: 70.8％→R2: 79.0％） 

課題 
・小学校では、「理科の授業の内容がよくわかる。」と答えた児童の割合において、改善が見

られたが、目標値に到達することはできなかった。（H28: 86.5％→R2 89.2％） 

※堺市「子どもがのびる」学びの診断の質問紙調査は、平成 28 年度から実施。 
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（1）－ ⑥ さかい学びサポート事業（旧堺マイスタディ事業） 学校指導課 

事業概要 

【平日学びサポート】 

・放課後や長期休業中等を活用し、学習意欲の向上等を目的に、児童生徒に学習支援を行

う。 

【土曜学びサポート】 

・中学校 20 校において、民間企業のノウハウを活用し土曜日等学習支援を行う。 

R1 課題 

【平日学びサポート】 

・指導スタッフやコーディネーターを確保し、育成する必要がある。 

・児童生徒の個別のニーズに応じた学習支援を行う必要がある。 

【土曜学びサポート】 

・土曜学びサポートの検証を引き続き行う必要がある。 

R2 取組内容 

【平日学びサポート】 

・指導スタッフの確保のため、大阪府立大学にさかい学びサポート事業の説明資料等の提

供を行った。 

・コロナ禍における留意事項等について通知した。 

・指導スタッフ及びコーディネーター連絡会については、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止のため実施を中止した。 

【土曜学びサポート】 

・土曜学びサポート実施校において、年間 24 回実施した。  

・参加登録者の少ない学校においては、追加募集のチラシを再配布し、また、教員から生

徒への声掛けを積極的に実施した。 

・コロナ禍における感染防止対策について、委託業者に指示した。 

・土曜学びサポートの実施校と未実施校の学力調査等における比較や、実施校において、

参加生徒及びその保護者に対する意識調査を実施した。  

成果 

【平日学びサポート】 

・「学びサポートの学習は楽しい」と答えた児童生徒の割合は小学校で 83.3％、中学校で

71.6％、「学びサポートの学習はよくわかる」と答えた児童生徒の割合が小学校で 88.4％、

中学校で 73.0％となっており、児童生徒が意欲的に学習していると考えられる。 

【土曜学びサポート】 

・平成 28 年度と令和元年度の全国学力・学習状況調査（数学）において、未実施校と実施校

の平均正答率を比較したところ、全国平均を 100 とした場合、未実施校は 96.2％から 96.8％

へと 0.6P 増加した。一方、実施校は 93.9％から 96.1％へと 2.2P 増加するなど、実施校に

おいて学力の向上に一定の効果があった。 

・土曜学びサポート実施校におけるアンケート調査の質問項目「家庭学習の時間が以前よりも

増えましたか」に対し、肯定的に回答した生徒の割合が 9 割を超えた。 

課題 

【平日学びサポート】 

・指導スタッフの安定的な確保や、人材確保の状況により学校間に取組の差があることから、

事業見直しの過程で総合的に判断し、令和 2 年度をもって事業を廃止した。 

【土曜学びサポート】 

・事業見直しの過程で総合的に判断し、令和 2 年度をもって事業を廃止した。 

今後の方向性 

・GIGA スクール構想における 1 人 1 台端末の機能を有効活用し、個に応じたきめ細かな学習

支援を行う。 

・学校の実情に応じ、教育アシスタント等を放課後の学習支援に活用することも可能とする。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

学力テストの堺市の平均値（全国を 100 とした場合） 

（全国学力・学習状況調査） 

小 6 97.6 105 100.5 ↗ 

中 3 93.9 102 95.8 ↗ 

「学びサポート（旧：マイスタディ）に参加して授業

がよく分かるようになった」と答えた児童生徒の割

合 

小学校 73.1％ 85％ 74.2％ ↗ 

中学校 56.7％ 65％ 57.3％ ↗ 

取組内容 

・指導スタッフの指導力向上に向けて、指導スタッフ養成講座及びコーディネーター連絡

会を実施した。 

・指導スタッフの安定的確保のため、大阪府立大学との連携を行った。 

成果 ・学習習慣の定着や学力・学習意欲の向上に一定の効果が見られた。 

課題 ・指導スタッフの安定的確保、人材確保の状況から、学校間に取組の差が見られること 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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 ■基本施策（2）小中一貫教育による「つながる教育」の推進 

 
 ◆施策の内容 
  子どもの育ちと学びの連続性を重視した「つながる教育」の実現に向け、子どもの発達課題をふまえた

義務教育 9 年間の小中一貫した教育を推進する事業に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・中学校区で義務教育 9 年間のめざす子ども像「小中一貫グランドデザイン」を共有し、また、学校力

向上プランに反映し、各学校での取組の評価・改善を行った。 
  ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための臨時休業期間中、一部の中学校区では、小学校で

の児童受入れにおいて小中一貫教育推進リーダーを活用し、サポート体制を充実させた。 
 
 ◆成果 
  「めざす子ども像等の共有を行っている」と回答した学校の割合が上昇した。 
   小学校 87％(前年度＋12％)   中学校 95.3％（前年度＋22.2％） 
 
 ◆課題 
  成果指標を代替指標に変更したことから、「授業研究に特化した小中合同研修」が実施できているかど

うかの回答となり、その割合は平成 26 年度を下回った。 
 
 ◆今後の方向性 
  「小中一貫グランドデザイン」の具現化をめざし、教育活動・カリキュラムレベルでの小中一貫した

教育の充実のため、縦・横につながる教育の実施と検証改善を行う。また、校務分掌に小中一貫教育

担当者を位置付け、中学校区での組織的・安定的な小中一貫教育の推進体制の充実を行い、学期に 1

回以上の情報交換と年 1回以上の合同研修を実施する。 

 
 ◆事業評価 

（2）－ ① 小中一貫教育推進事業 学校指導課 

事業概要 
中学校区で小中共通の教育目標を設定し、その目標達成や生徒指導の確立に向け、義務教育 9

年間を見通した学習指導・生徒指導体制に基づく小中一貫した教育を行う。 

R1 課題 

・小中一貫した教育目標や教育課程の編成及び実施を推進する必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症により、各中学校区での相互授業参観や集合研修等の実施が困難

であり、情報交換がなかなかできないなかで、「小中一貫グランドデザイン」を作成するこ

ととなった。 

R2 取組内容 

・学力調査等の分析から明らかになった学習指導や生徒指導の傾向や課題をもとに、中学校区

で義務教育 9 年間のめざす子ども像「小中一貫グランドデザイン」を共有した。 

・「小中一貫グランドデザイン」を学校力向上プランに反映し、各学校でめざす子ども像の実

現に向けた取組を推進し、取組の評価・改善を行った。 

・小中一貫教育推進リーダーによる授業を実施した。 

・臨時休業期間中、小学校での児童受入れにおいて小中一貫教育推進リーダーを活用した中学

校区もあり、サポート体制が充実した。 

成果 
・「めざす子ども像等の共有を行っている」と回答した学校の割合が上昇した。 

 小学校 87％(前年度＋12％)   中学校 95.3％（前年度＋22.2％） 

課題 

・小中合同研修を行い、中学校区で「小中一貫グランドデザイン」を作成できたことから小中

連携という視点では 100％達成されているが、成果指標を代替指標に変更したことから、「授

業研究に特化した小中合同研修」が実施できているかどうかの回答となり、その割合は平成

26 年度を下回った。 
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今後の方向性 

・小中一貫教育推進リーダーが中心となり構築してきた各中学校区の小中一貫教育体制を土

台に、次へのステージとして、「小中一貫グランドデザイン」の具現化をめざし、教育活動・

カリキュラムレベルでの小中一貫した教育の充実をめざす。 

・カリキュラムレベルでの小中一貫教育を行うため、3 点を中心に今後取り組む。 

  ①「小中一貫グランドデザイン」をもとにした、縦・横につながる教育の実施と検証改善 

   →中学校でめざす子ども像の共有と取組の推進、学校力向上プランを活用した評価 

  ②小中学校とも校務分掌に小中一貫教育担当者を位置付け、中学校区で組織的、安定的に

小中一貫教育を推進する体制の充実 

  ③9 年間を見通した学力と生徒指導等の充実を図るため、学期に 1 回以上の情報交換と年

に 1 回以上の合同研修の実施 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値 

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

中学校の不登校生徒割合 - 2.75％ 
全国平均以下 

(2.7％以下) 

3.08％ ※1 

(全国 3.94％) 
↗ 

「教科の指導内容や指導方法について近隣の中

学校・小学校と連携を行っている（よく行って

いる・どちらかといえば行っている）」と答えた

学校の割合（全国学力・学習状況調査）※3 

小学校 79.6％ 100％ - - 

中学校 95.3％ 100％ - - 

「近隣等の小中学校と、授業研究を行うなど、

合同して研修を行った（よくしている・どちら

かといえばしている）」と答えた学校の割合（代

替指標）（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
73.1% 

(H28) 
100% 76.1% ※2 ↗ 

中学校 
90.7% 

(H28) 
100% 86.0% ※2 ↘ 

取組内容 

・小中一貫教育を全中学校区で実施した。小中一貫教育推進リーダー連絡協議会において、課

題別研修等を実施し、中学校区における子ども一人ひとりの総合的な学力向上に向けた取組を実

施した。 

・小中一貫した教育目標や教育課程の編成及び実施を推進するため、9 年間で身につける力や

各発達段階の目標（何ができるようになるか）を共有するための「小中一貫グランドデザイ

ン（全体構想）」を全中学校区で作成した。 

・第 14 回小中一貫教育全国サミット in 堺を開催し、市立学校 3 校での授業公開や、全体会、

5 つの分科会等のプログラムを実施した。 

成果 

・全中学校区で小中一貫教育推進リーダーを中心とした小中一貫教育を推進することで、小中

学校での合同研修や相互授業参観が定着し、小中の教職員間で相互理解が進んだ。 

・自尊感情、規範意識の向上、不登校生徒の割合減少、「堺版授業スタンダード」を活用した

授業改善と学力の向上につながる取組が進んだ。 

課題 

・これまでの小中一貫教育推進リーダーを中心とした小中一貫教育の推進から、「小中一貫グ

ランドデザイン」を核としたカリキュラムレベルでの小中一貫教育へと転換し、推進する必

要がある。 

※1 中学校の不登校生徒割合は、文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調

査」に基づいており、令和 2 年度の割合は、令和 3 年 10 月頃公表予定のため、令和元年度の数値を記載。 

※2 令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 

※3 当該質問項目が平成 28 年度以降削除されたため、それ以降の代替指標として「『近隣等の小中学校と、授

業研究を行うなど、合同して研修を行った（よくしている・どちらかといえばしている）』と答えた学校の

割合」を用いた。 
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 ■基本施策（3）発達や学びの連続性をふまえた幼児教育の推進 

 
 ◆施策の内容 
  幼児の生活や発達をふまえ、幼児期の学びの芽生えから児童期の自覚的な学びへの円滑な接続が図ら

れるよう、幼児教育の充実を図る事業に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・「園内研修支援事業」や「幼児教育実践交流セミナー」を新型コロナウイルス感染症対策として、紙

面開催も取り入れながら継続実施した。 
  ・教育センター内に幼児教育センター機能を構築し、幼小連携や要配慮児に対する支援等をテーマとし

た研修の実施や施設に対して助言・相談等を行った。 
 
 ◆成果 
  ・幼児教育のアドバイザー等の助言や相談を自園で受けることができる「園内研修支援事業」は、コロ

ナ禍において有効な支援だった。 
  ・対面での交流活動がメインとなる保幼小合同研修は中止としたが、子ども青少年局との連携のもと、

公民園種を問わずキャリアに応じた研修等、感染症対策を講じたうえで実施することができた。 
 
 ◆課題 
  ・園内研修支援では、研究保育等、より具体的な場面での実践的な助言をすることができたが、各園の

教育活動や研修体制の充実に向け、新規申請園の開拓や研修メニューの拡大が必要である。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・幼児教育センター機能の充実・強化を図り、公民園種を問わず、すべての幼児に対する質の高い幼児

教育を推進する。 
  ・各園の教育内容等の充実に向け、モデルとなる公立園の研究実践機能を強化し、成果を発信していく。 
  ・子どもの発達と学びの連続性をふまえた、より円滑な小学校教育への接続を図り、好事例の蓄積・発

信やスタートカリキュラムの編成・評価改善を推進していく。 
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 ◆事業評価 

（3）－ ① 幼児教育推進事業 能力開発課 

事業概要 
幼児の生活や発達をふまえ、幼児期の学びの芽生えから児童期の自覚的な学びへの円滑な接続

が図られるよう、幼児教育の充実を図る事業に取り組む。 

R1 課題 

・幼小の円滑な接続に向け、スタートカリキュラムの意義や有効な取組などの啓発が必要。 

・「園内研修支援事業」や「幼児教育実践交流セミナー」について、参加者からの評価が高く、

自園の教育活動の改善につながったとの意見もあった。今後はこれらの事業の活用を促進

し、有効な取組を市全体に広める必要がある。 

・幼児教育の質の向上に向け、体系的な研修の実施等を中核的に行う幼児教育センター機能の

構築が必要。 

R2 取組内容 

・園内研修に幼児教育のアドバイザー等を派遣する「園内研修支援事業」や「幼児教育実践交

流セミナー」を新型コロナウイルス感染症対策として、紙面開催も取り入れながら継続実施。 

・令和 2 年度に教育センター内に幼児教育センター機能を構築し、幼小連携や要配慮児に対す

る支援等をテーマとした研修の実施や施設に対して助言・相談等を行った。 

・幼児の運動機能や効果的な運動遊びについて、関西大学との連携事業をスタートさせた。 

成果 

・幼児教育のアドバイザー等の助言や相談を自園で受けることができる「園内研修支援事業」

は、コロナ禍において有効な支援だった。 

・コロナ禍において、対面での交流活動がメインとなる保幼小合同研修は中止としたが、子ど

も青少年局との連携のもと、公民園種を問わずキャリアに応じた研修等、感染症対策を講じ

たうえで実施することができた。 

課題 
・園内研修支援では、研究保育等、より具体的な場面での実践的な助言をすることができたが、

各園の教育活動や研修体制の充実に向け、新規申請園の開拓や研修メニューの拡大が必要。 

今後の方向性 

・幼児教育センター機能の充実・強化を図り、公民園種を問わず、すべての幼児に対する質の

高い幼児教育を推進する。 

・各園の教育内容等の充実に向け、モデルとなる公立園の研究実践機能を強化し、成果を発信

していく。 

・子どもの発達と学びの連続性をふまえた、より円滑な小学校教育への接続を図り、好事例の

蓄積・発信やスタートカリキュラムの編成・評価改善を推進していく。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

保幼小合同研修会に教員が参加した小学校の割合 - 
14％ 

(13 校) 
100% 98.9％ ↗ 

ワクワクひろば事業の実施回数 - 延べ 220 回 延べ 300 回 延べ 187 回 ↘ 

取組内容 

ワクワクひろば事業や保幼小合同研修会の実施等、幼小連携を推進してきた。また「幼児教

育堺スタンダードカリキュラム」を改定し、その普及・啓発に取り組んできた。さらに特別

な支援を必要とする子どもに対する早期からの支援も継続して実施してきた。 

成果 

・ワクワクひろば事業の実施も定着し、保幼小合同研修会に教員が参加した小学校の割合は 

この 5 年間で確実に増え、令和元年度においては 98.9％にのぼった。 

・「堺市幼児教育基本方針」を改定し、幼児教育推進のための基本的方向性を改めて示す 

ことができた。 

・幼児教育・保育施設に対する研修や助言・相談業務、研究実践の推進とその成果の発信、 

家庭教育や子育て支援を含め幼児教育に関する情報提供等を中核的に行う幼児教育センタ 

ー機能を構築した。 

課題 

・円滑な幼小接続については、子どもや教職員の交流等にとどまらず、子どもの姿をもとに 

した教育内容等の連携や評価につなげていくことが課題である。 

・幼児教育センター機能の充実を図り、保育者のさらなる資質・専門性の向上や子どもの発達

と学びの連続性をふまえた施設間の連携や相互理解を着実に推進していく必要がある。 

※令和 2 年度、コロナ禍をふまえ、保幼小合同研修会実施の見合わせとワクワクひろば事業計画変更のため、 

令和元年度の数値を記載。 
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 ■基本施策（4）ゆめを実現する高等学校教育の推進 

 
 ◆施策の内容 
  堺高等学校で、専門教育を通して生徒一人ひとりの個性と能力を引き出し、創造力豊かな人材の育成を

めざす教育を推進するとともに、地域と連携した教育の充実に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・新学習指導要領をふまえた新しい教育課程について研究し、主体的で対話的な学びを重視した授業内

容を含めた教育課程の検討を行った。 
  ・職場見学等の実施が困難な中、生徒一人ひとりへの進路相談を充実させるため、個別の進路相談を充

実させ、個に応じたきめ細かな進路指導を実施した。 
 
 ◆成果 
  ・「堺高校を選んでよかった」と答えた生徒の割合は、令和元年度と比較して、7P増加し、特に「課題

の解決に向けて、自分で考え自分から取り組むことができた。」と答えた生徒の割合は 11P 増加して

おり、授業改善の効果があった。 

  ・「堺高校の学習指導について満足している。」「堺高校の先生は生徒一人ひとりのことをよく考えてい

る。」と答えた保護者の割合はそれぞれ 85％、83％と、いずれも前年度比で 10P 以上増加しており、

個に応じた丁寧な指導の成果が伺える。 

 
 ◆課題 
  ・入学志願者数の減少傾向の改善及び地域との交流活動や国際交流の充実が必要である。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・新しい時代の変化に対応できる高校教育を実現するため、授業内容の改善や学科改編も視野に入れた

高校の改革を検討する。 
  ・新学習指導要領をふまえた授業の実践と研究を充実させる。 
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 ◆事業評価 

（4）－ ① ゆめをはぐくむ高等学校教育推進事業 学校指導課 

事業概要 
・「サイエンス」「マネジメント」「ものづくり」の専門学科で生徒の「総合的な学力」を育成

し、生徒一人ひとりが希望する進路目標を実現するための教育に取り組む。 

・地域に貢献する学校づくりを推進する。 

R1 課題 

・全国的に専門学科の志願者が減少傾向にあり、堺高校も同じ状況である。このため、一層特

色ある教育を推進し、学校の魅力を高める必要がある。 

・大学入試改革や令和 4 年度から実施の新学習指導要領をふまえた学習指導を充実させる必

要がある。 

・令和元年度より、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、地域との交流活動や国際交流、

また職場見学の実施が困難な状況である。 

R2 取組内容 

・授業や学校行事の様子をホームページで積極的に公開し、また、中学校への広報活動を充実

させた。 

・生徒が自ら設定した課題を探究し、その成果を発表するプロジェクト型学習のほか、グルー

プワーク、ディスカッション、論文作成などを通して言語活動の充実に努めた。 

・新学習指導要領をふまえた新しい教育課程について研究し、主体的で対話的な学びを重視し

た授業内容を含めた教育課程の検討を行った。 

・職場見学等の実施が困難な中、生徒一人ひとりへの進路相談を充実させるため、個別の進路

相談を充実させ、個に応じたきめ細かな進路指導を実施した。 

成果 

・「堺高校を選んでよかった」と答えた生徒の割合は、81.0％で、令和元年度と比較して、7P

増加している。特に「課題の解決に向けて、自分で考え自分から取り組むことができた。」

と答えた生徒の割合は 11P 増加しており、授業改善の効果があった。 

・「堺高校の学習指導について満足している。」「堺高校の先生は生徒一人ひとりのことをよく

考えている。」と答えた保護者の割合はそれぞれ 85％、83％と、いずれも前年度比で 10P 以

上増加しており、個に応じた丁寧な指導の成果が伺える。 

課題 ・入学志願者数の減少傾向の改善及び地域との交流活動や国際交流の充実が必要である。 

今後の方向性 

・先端技術の高度化やグローバル化による急激な社会変化や、生徒のニーズの多様化等、新し

い時代の変化に対応できる高校教育を実現するため、授業内容の改善や学科改編も視野に入

れた高校の改革を検討する。 

・新学習指導要領をふまえた授業の実践と研究を充実させる。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

「堺高校を選んでよかった」と答えた生徒の割合 - 
100％

（H27） 
100％ 81.0％ ↗ 

定時制の課程における進学・就職率 - 90％ 100％ 87.9％ ↘ 

取組内容 

・大学等高等教育機関及び地元産業界や企業と連携した授業や体験的活動の実施 
・堺のイベントへのボランティア参加や観光地での言語ボランティア活動等、地域に根差し

た活動の充実 
・姉妹都市との短期交換留学や短期海外研修等における現地校との交流活動の実施 
・課題研究等の科目において、実践的で問題解決的な研究活動を推進 
・キャリア教育を充実させ、個に応じたきめ細やかな進学・就職指導の実施 

成果 

・成果指標の「堺高校を選んでよかった」と答えた生徒の割合は、平成 29 年度には 65.0%ま
で減少したが、平成 30 年度以降は増加傾向にあり、特色ある取組や授業改善、また進路
指導の成果が伺える。 

・製作した木工遊具を近隣保育園に寄贈、観光地での言語ボランティア、仁徳天皇陵古墳周
辺の清掃活動等、積極的に参加するようになった。 

課題 

・今後の急速なグローバル化や技術の高度化に対応できる教育課程の編成やキャリア教育の
充実、授業内容の改善や体験的で実践的な教育活動を充実させる必要がある。 

・定時制の進学・就職率については、より丁寧な進路指導を含むキャリア教育全体を充実さ
せる必要がある。 
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 ■基本施策（5）自立をはぐくむ特別支援教育の充実 

 
 ◆施策の内容 
  障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズを把握し、個に応じた指導を充実するため、教員の専門性

や指導力の向上、学習環境の整備などに取り組む。また、地域の学校等の要請に応じ、障害のある子ど

もの支援について必要な指導・助言を行うなどの支援学校のセンター的機能の充実に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・支援学級、支援学校介助員及び幼稚園介助員の配置、医療的ケアが必要な児童生徒に対する看護師配

置、対象児童生徒の状況に応じた合理的配慮提供のための合理的配慮協力員の配置を行った。 

  ・発達障害理解研究校として、14 校に専門家を派遣し、授業のユニバーサルデザイン化推進等の取組

を支援した。また、通級指導教室について、新たに小学校 2校、中学校 2校に増設置した。 

  ・派遣した外部専門家と支援学校に専任配置している特別支援教育コーディネーターが連携し、校内体

制及びセンター的機能の充実を図った。 

 
 ◆成果 
  ・発達障害理解研究校 14 校では、校内スタンダードの再確認や、子どもの状況把握、課題に対する取

組実践などについて、理解を深めることができた。 

  ・支援学校では、外部専門家の指導助言を校内での日々の実践に活かせるよう、特別支援教育コーディ

ネーターが中心となって取り組んだり、地域の学校園に支援したりすることができた。 

 

 ◆課題 
  ・増加が予想される医療的ケアが必要な児童生徒に対する看護師配置を行う必要がある。 
  ・中学校の他校通級利用者は微増しているものの、継続して利用者増の取組を行う必要がある。 
  ・支援学校のセンター的機能活用について、研修等で周知を進める予定であったが、新型コロナウイル

ス感染症のため、研修が中止となり、積極的な周知ができなかった。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・支援学級介助員及び幼稚園介助員の未配置校が生じないように、人材確保に努める。また、医療的ケ

アが必要な児童生徒のために、看護師配置を継続して行う。 
  ・引き続き、特別支援教育コーディネーターを中心とした支援学校教員の専門性向上と地域支援のため

の校内体制の充実を図る。また、支援学校のセンター的機能活用について、様々な場を利用して周知

する。 
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 ◆事業評価 

（5）－ ① 特別支援教育環境整備事業 支援教育課 

事業概要 
・特別な支援が必要な子どもに応じた指導を充実するために、教員の専門性や指導力を向上す

るとともに、校内支援体制及び相談体制を確立する。 

R1 課題 

・支援学級介助員及び幼稚園介助員の配置予定校に対して、未配置の状態が生じないようにす

る必要がある。 

・医療的ケアが必要な児童生徒に対して、看護師配置を行う。 

・教育センターに移管した支援学級担任研修、新任支援学級担任研修について、教員の専門性

向上のために、教育センターと連携し、継続して実施する。 

・支援学校のセンター的機能を活用した公開研修の継続した実施。 

・合理的配慮が必要な通常の学級在籍の児童生徒に、学校の行う合理的配慮の提供を支援する

ための合理的配慮協力員の配置を引き続き行う。 

R2 取組内容 

・支援学級介助員及び幼稚園介助員の配置を行った。 

・医療的ケアが必要な児童生徒に対して、看護師配置を行った。 

・コロナ禍で新任支援学級担任研修は実施できず、支援学級担任研修は、コロナ禍で動画配信

による、研修を 1 回行った。 

・支援学校のセンター的機能を活用した公開研修はコロナ禍で実施できず。 

・対象児童生徒の状況に応じて、学校の行う合理的配慮提供のために、合理的配慮協力員を配

置した。 

成果 

・医療的ケアが必要な児童生徒に対して、看護師配置を行うことができた。 

・対象児童生徒の状況に応じて、学校の行う合理的配慮提供のために、合理的配慮協力員を配

置することができた。 

課題 

・支援学級介助員が未配置となった学校が 4 校あった。 

・増加が予想される医療的ケアが必要な児童生徒に対する看護師配置を行う必要がある。 

・支援学級担任研修の内容については、支援学級担任の専門性向上のため、教育センターと連

携を図る必要がある。 

・状況に応じて、合理的配慮協力員の配置を行う必要がある。 

今後の方向性 

・支援学級介助員及び幼稚園介助員配置について、未配置となる学校がないように、人材確保

に努める。また、配慮を要する子どもへの必要な支援について、支援学級介助員及び幼稚園

介助員を増員し充実を図る。 

・医療的ケアが必要な児童生徒のために、看護師配置を継続して行う。 

・コロナ禍の状況に応じ、小学校、中学校の校種や課題に応じた研修を行う等、内容の充実を

図る。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

支援学級担任研修参加率 - 
92.2％ 

(H28) 
100％ 100％ ↗ 

取組内容 
・教員の専門性や指導力向上を図るため、様々な研修を実施した。 

・介助員や医療的ケア看護師、合理的配慮協力員を配置し、校園内の支援体制充実を図った。 

成果 

・R2 年度は新型コロナウイルス感染症対応による動画配信型研修であったものの、各年度、

研修参加への意識が高まり、熱心に参加する教員の姿が見られ、研修後アンケートにも学び

が深まったとの感想が多く見られた。 

・各配置人材は担当教員と連携、協力し、子どもの支援を行った。 

課題 

・支援学級担任の専門性や指導力をさらに高めるため、教育センターと連携（研修は R2 年

度から教育センターに業務移管した）し、研修内容の充実を図る必要がある。 

・引き続き、子どもたちを支援する外部人材を配置する必要がある。 
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（5）－ ② ユニバーサルデザインスクール事業 支援教育課 

事業概要 

・発達障害に対する理解を深め、ユニバーサルデザインの視点を取り入れたすべての子どもに

とってわかりやすい授業づくりや誰もが相談しやすい集団づくり、学習環境の整備に取り組

む。 

R1 課題 

・誰もがわかりやすい授業のユニバーサルデザイン化について、各校の取組を継続していく。 

・発達障害理解研究として、授業のユニバーサルデザイン化等に取り組むことを研究課題とす

る学校に対し、専門家を派遣し、学校の取組を継続して支援する。 

・通級指導教室専門家派遣を実施し、通級指導教室担当教員に専門的、実践的な研修を行い、

担当教員の専門性の向上を図る。 

・教育センターに移管した授業のユニバーサルデザイン化推進研修、通級指導教室担当者研修

の充実に向けて連携する。 

R2 取組内容 

・各学校に対し、授業のユニバーサルデザイン化に取り組むよう指示した。各学校は、それぞ

れの実態に合わせて、授業のユニバーサルデザイン化に取り組んだ。 

・発達障害理解研究校として、14 校に専門家を派遣し、授業のユニバーサルデザイン化推進

等の取組を支援した。 

・通級指導教室について、新たに小学校 2 校、中学校 2 校に増設置した。年間 29 回、専門家

派遣を行い、通級指導教室運営や、日々の取組で疑問に思うこと等について、研修を行った。 

・発達障害児等専門家派遣を、学校の申請により状況を把握し、実施した。 

成果 

・授業のユニバーサルデザイン化に取り組む学校の割合は 100％で、コロナ禍ではあるが各学

校でそれぞれの実態に合わせて、授業のユニバーサルデザイン化に継続して取り組んでい

る。 

・発達障害理解研究として、授業のユニバーサルデザイン化等に取り組むことを研究課題とす

る 14 校では、校内スタンダードの再確認や、子どもの状況把握、課題に対する取組実践な

どについて理解を深めることができた。 

・通級指導教室に関する専門家を通級指導教室に派遣し、通級指導に関する専門的、実践的な

研修を行った。それにより、通級指導教室担当教員の専門性が向上した。 

課題 

・研修講師と連携のもと、継続して研修を行い、担当教員の専門性向上をめざす。また中学校

の他校通級利用者は微増しているものの、継続して利用者増の取組を行う必要がある。 

・授業のユニバーサルデザイン化推進研修はコロナ禍において、実施できなかった。 

今後の方向性 

・ユニバーサルデザインスクール事業については、各校園で、発達障害や授業のユニバーサル

デザイン化に対する授業の取組が一定浸透したことにより、令和 2 年度で終了する。 

・通級指導教室への専門家派遣等、一部の取組については、特別支援教育環境整備事業に移管

する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

授業のユニバーサルデザイン化に取り組む学校の割合 - 
100％ 

(H28) 
100％ 100％ → 

取組内容 
・各学校における、授業のユニバーサルデザイン化の取組を支援するため、発達障害理解研究

や発達障害児等専門家派遣を実施した。 

成果 

・授業のユニバーサルデザイン化についての意識が浸透し、状況に合わせた校内や教室の環境

整備が進んだ。次の段階の一つとして、整えられた環境のもと、授業スタンダードの作成等、

授業づくりと授業改善への取組が、校内研修の中心を担う教員から他の教員へ、また、中学

校区合同研修会等で好事例として近隣の学校へ、広がりつつある。 

課題 

・授業のユニバーサルデザイン化が、今後も継続して進められ、障害のある子どもの個々の状

況に応じた個別の支援につなげることや、誰もが参加しやすく分かりやすい環境のもと、授

業内容の更なる改善につなげることが課題である。 
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（5）－ ③ 特別支援教育推進事業 支援教育課 

事業概要 ・支援学校における専門性の向上とセンター的機能の充実に取り組む。 

R1 課題 

・特別支援教育コーディネーターが、支援学校における校内体制の充実を図る中心となり、研

修や学校支援等に取り組むことをめざす。引き続き、センター的機能の充実として、地域の

学校園への支援を実施する。 

・支援学校のセンター的機能について、中学校の利用を促す。 

R2 取組内容 

・派遣した外部専門家と支援学校に専任配置している特別支援教育コーディネーターが連携

し、校内体制及びセンター的機能の充実を図った。 

・支援学校介助員を引き続き配置し、指導の充実を図った。 

成果 

・支援学校のセンター的機能を活用した地域の学校園への支援割合は、コロナ禍で地域支援

の回数は減少したが、目標値を上回った。 

・外部専門家の指導助言を校内での日々の実践に活かせるよう、特別支援教育コーディネー

ターが中心となって取り組んだり、地域の学校園に支援したりすることができた。 

・支援学校介助員を配置し、指導の充実を図ることができた。 

課題 
・支援学校のセンター的機能活用について、研修等で周知を進める予定であったが、研修が中

止となり、積極的な周知ができなかった。 

今後の方向性 

・引き続き、特別支援教育コーディネーターを中心とした支援学校教員の専門性向上と地域支

援のための校内体制の充実を図る。 

・引き続き、支援学校のセンター的機能活用の周知について、研修の場や学校訪問をはじめ、

様々な場を利用して周知する。また、支援学校と連携を取り、活用にかかるニーズの把握を

行い、活用の推進を図る。 

・支援学校介助員を引き続き配置し、指導の充実を図る。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

支援学校のセンター的機能を活用した小中学校への支

援割合（外部専門家と支援学校教員による事例相談等） 
- 77.2％ 100％ 100％ ↗ 

取組内容 
・支援学校に外部専門家を派遣し、支援学校教員の専門性を高め、校内の支援体制充実を図っ

た。また、外部専門家や支援学校教員による地域の学校園支援を実施した。 

成果 
・支援学校のセンター的機能活用回数が増加し、地域の学校園の支援体制の充実につなげるこ

とができた。 

課題 
・小学校に比べ中学校の活用回数が少ない状況をふまえ、今後も継続して、支援学校のセンタ

ー的機能を活用し、学校園の支援体制充実を図る必要がある。 
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 ■基本施策（6）堺の地域資源を活用した教育の推進 

 
 ◆施策の内容 
  地域や国家、国際社会に主体的に参画できる人づくりをめざし、地域と堺の歴史、伝統、文化、産業、

キャリア、環境、防災などについて理解を深める「子ども堺学」に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・子ども堺学・社会に開かれた教育課程推進校として小中各 1校を指定した。 

  ・子ども堺学サポーターに環境・防災サポーターを統合し各校に 15 回配当した。また、世界遺産学習

ノート電子版を各校へ配付した。 
 
 ◆成果 
  ・世界遺産学習ノート電子版を各校で活用することができた。 
 
 ◆課題 
  ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により地域の方との交流を中止にするなど、堺学サポータ

ーを十分活用できなかった。また、各学校の取組を発信する機会を持つことができなかった。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・子ども堺学モデルカリキュラムを参考に 1 人 1 台端末を効果的に活用した探究的な学びを促進する。 
  ・子ども堺学・社会に開かれた教育課程推進校の取組をさらに広げ、中学校区で連携した子ども堺学の

取組を促進する。 
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 ◆事業評価 

（6）－ ① 子ども堺学の推進 学校指導課 

事業概要 

子ども堺学モデルカリキュラム（学習プログラム）や子ども堺学ポータルサイトなどを活用し、

各学校が地域の特性や実情に応じた特色ある取組を進め、地域や堺に愛着を持つ子どもを育成

する。 

R1 課題 

・令和 2 年度から環境・防災教育についての活用も可能となった子ども堺学サポーターの有効

な活用について周知する必要がある。 

・中学校区で小・中学校が連携した子ども堺学の取組の実施が必要である。 

・新型コロナウイルス感染症対策をふまえた実施方法の検討が必要である（茶の湯体験等）。 

R2 取組内容 

・子ども堺学・社会に開かれた教育課程推進校として、浜寺小・八下中を指定した。 

・子ども堺学サポーターに環境・防災サポーターを統合し各校に 15 回配当。 

・世界遺産学習ノート電子版を各校へ配付。 

成果 ・世界遺産学習ノート電子版を各校で活用することができた。 

課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により地域の方との交流を中止にするなど、堺学

サポーターを十分活用できなかった。 

・新型コロナウイルス感染症の感染症拡大防止のため、各学校の取組を発信する機会を持つこ

とができなかった。 

今後の方向性 

・子ども堺学モデルカリキュラムを参考に 1 人 1 台端末を効果的に活用した探究的な学びを

促進する。 

・子ども堺学・社会に開かれた教育課程推進校の取組をさらに広げ、中学校区で連携した子ど

も堺学の取組を促進する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「地域や社会をよくするために、何をすべきかを考

えることがある（当てはまる、どちらかといえば当て

はまる）」と答えた児童生徒の割合（全国学力・学習

状況調査） 

小 6 40.9％ 47％ 55.3％ ↗ 

中 3 28.4％ 34％ 39.4％ ↗ 

今住んでいる地域の行事に参加している（当てはま

る・どちらかといえば当てはまる）」と答えた児童生

徒の割合（全国学力・学習状況調査） 

小 6 59.8％ 70％ 60.5％ ↗ 

中 3 37.2％ 45％ 43.3％ ↗ 

取組内容 

・子ども堺学サポーターを各校へ配当し、地域学習や環境、防災、キャリア学習など、堺学に

関わる学習における講師として活用した。 

・子ども堺学推進校、子ども堺学・社会に開かれた教育課程推進校を指定し、取組を公開した。 

・子ども堺学を教科等年間指導計画へ位置付けた。 

・世界遺産学習ノートや古墳の自由研究といった百舌鳥・古市古墳群に関わる学習の取組を推

進し、堺を愛し、堺を誇りとする児童生徒の育成につなげた。 

成果 

・各学校において、総合的な学習の時間をはじめとした各教科等の中で、子ども堺学の視点を

ふまえ、地域や社会を題材として学習を進める機会が増加したことから、「地域や社会をよ

くするために何をすべきかを考えたことがある」の項目で小・中学校ともに目標値を大幅に

上回った。 

課題 

・地域行事への参加割合が、小学校においては僅かの上昇にとどまったことから、子ども堺学

の学習を通して、地域への興味・関心を高める必要がある。また、地域への積極的な発信の

機会として地域行事への参加についても進めていく必要がある。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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【基本的方向性 2】豊かな心と健やかな体の育成 

 

 ■基本施策（7）豊かな人権感覚と道徳性の育成 

 
 ◆施策の内容 
  学校・家庭・地域・関係機関が連携して、豊かな心をはぐくみ、社会の一員としての責任を自覚し、豊

かな人権感覚をもって行動する子どもの育成をめざす。 
 
 ◆取組内容 
  ・新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」）拡大による差別や偏見に対する授業教材を作成し、学

校に対して配布した。また、性的指向及び性自認に関する人権について、堺市人権教育研究会と連携

し、当該課題に対する指導案を作成した。 
  ・全教職員を対象に、道徳科授業改善や評価のあり方についての研修動画を作成し、また、コロナ対策

として、授業のビデオ撮影や規模縮小する等、工夫し、校内研修を実施した。 
  ・各学校に対し、コロナ感染拡大防止策をとりながら堺スタンダードの取組の継続を求めた。 
 
 ◆成果 
  ・各学校園においては、現行の堺市人権教育推進プランプログラムに基づき作成する人権教育年間計画

について、毎年、改善点を見直すなど、PDCA サイクルを取り入れた人権教育への取組が定着しつつ

ある。 

  ・道徳科の指導の充実及び家庭・地域と連携した豊かな体験と道徳科を関連付けた道徳教育を推進する

ことにより、「近所の人に会ったときはあいさつをする」の成果指標において、高水準を維持するこ

とができた。 

  ・堺・スタンダードの取組である朝の読書について、週当たり 4回実施の中学校が増加した。 

 
 ◆課題 
  ・各人権課題に関し、教員が使用しやすい指導案を作成していく必要がある。 
  ・道徳科の授業改善や、指導と評価の一体化をさら進め、また、道徳副読本「未来をひらく」に収録さ

れる地域教材などを活用した道徳科の授業を推進する必要がある。 
  ・コロナ感染拡大防止の観点から、あいさつ運動を控えたり、茶の湯の実施を見送る学校も多く、朝の

読書については、小学校では週 2回実施の学校が減り、週 1回実施の学校が増加した。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・令和 3 年 6 月施行の堺市人権教育推進方針に基づき人権教育を推進していくため、教材等に関して

改訂や新たな課題の追加、作成を行う。 
  ・道徳教育推進教師などを対象とした研修等を実施し、指導体制の充実を図る。また、全小中学校での

教員相互が参観する道徳科の公開授業の実施や、道徳副読本「未来をひらく」の教材の積極的な活用

を推進する。 
  ・朝の読書活動未実施校に対しては、学校司書や学校図書館サポーターを活用した朝の読書活動の推進

を提案するなど、読書習慣の推進についての働きかけを行う。また、年間指導計画に茶の湯を位置付

け、さかい利晶の杜や伸庵など関係施設と連携し、中学校での実施校数を増やす。 
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 ◆事業評価 

（7）－ ① 人権教育の推進 人権教育課 

事業概要 
・幼児教育及び義務教育 9 年間を見通した人権教育を計画的に実践する。 

・教職員や保護者等の人権意識の向上を図る。 

R1 課題 

・人権教育推進担当の研修や学校へのヒアリングで「人権教育教材集・資料」「堺版人権教育

教材集・資料集」の積極的な活用を促し、各教材と人権課題との関連を明確にし、人権教育

推進担当や管理職への周知を図っている。しかし、「人権教育教材集・資料」「堺版人権教育

教材集・資料集」とも作成から約 6～7 年が経過しており、また、若い教員が増えてきている

状況の中、今後、教員がすぐに使用できる人権教育指導案の作成が必要となっている。 

・これまでのアンケート結果をふまえ、保護者等のニーズに合わせた人権研修会を実施してき

たが、平日開催から休日開催に変更を希望する意見が多くある。 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症拡大による差別や偏見に対する授業教材を作成し、学校に対して

配布した。また、性的指向及び性自認に関する人権について、学校からの相談が増えてきて

いることから、堺市人権教育研究会と連携し、当該課題に対する指導案を作成した。 

学校園からの年間計画の実行に関する相談について、現況をふまえ、柔軟に対応しながら、

人権教育の推進に努めた。 

・PTA 人権研修会については、年 3 回の研修会のうち、6月及び 12 月開催の人権研修会につい

ては、休日開催へと変更を行った。（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止） 

成果 

・各学校園は新型コロナウイルス感染症拡大に伴う差別や偏見について、考え、取り組む中で、

教材を調べたり作成したりするなど、人権教育の推進に取り組んでいた。 

・各学校園においては、現行の堺市人権教育推進プランプログラムに基づき、人権教育年間計

画を作成し、人権教育課と協議しながら、毎年、改善点を見直すなど、PDCA サイクルを取

り入れた人権教育への取組が定着しつつある。 

課題 

・各人権課題に関し、教員が使用しやすい指導案を作成していく必要がある。 

・PTA 人権研修会については、できるだけ多くの方が参加しやすいよう取り扱う人権課題の工

夫や見直しが必要である。 

今後の方向性 

・新たな人権課題が生起しているなか、令和 3 年 6 月施行の堺市人権教育推進方針に基づき

人権教育を推進していくため、教材等に関して改訂や新たな課題の追加、作成を行う。 

・PTA 人権研修会については、他局との連携も含め、より多くの方の参加をめざし、学校園・

保護者の人権についての認識を深めていく。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（H2） 

実績値

（R2） 
傾向 

人権教育教材集・資料、堺版人権教育教材集・資料集

の活用率 

小学校 100% 100% 100％ → 

中学校 93% 100% 100％ ↗ 

人権教育連続講座の参加者に対するアンケートで、

「人権に対する意識が深まった・少し深まった」と回

答した人の割合 

- 98% 100% 97.0％ ※ ↘ 

取組内容 

・人権教育推進担当の研修や学校へのヒアリングで「人権教育教材集・資料」「堺版人権教育

教材集・資料集」の積極的な活用を促し、各教材と人権課題との関連を明確にし、人権教育

推進担当や管理職への周知を図った。 

・PTA 人権研修会（人権教育連続講座）については、毎年 3 回実施しているが、令和 2 年度

については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、3 回とも中止になった。 
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成果 

・教材集等は、学校園が人権教育に取り組む際に、一定の利用、参考となったと思われる。 

・各学校園においては、現行の堺市人権教育推進プランプログラムに基づき、人権教育年間計

画を作成し、人権教育課と協議しながら、毎年、改善点を見直すなど、PDCA サイクルを取

り入れた人権教育への取組が定着しつつある。 

課題 
・新たな人権課題が生起しているなか、教材等の改訂や各人権課題に関し、教員が使用しや

すい指導案を作成していく必要がある。 

※令和 2 年度は PTA 人権研修会（人権教育連続講座）が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（7）－ ② 道徳教育の推進 学校指導課 

事業概要 
・道徳科の指導の充実を図る。 

・家庭・地域と連携した豊かな体験と道徳科を関連づけた道徳教育を推進する。 

R1 課題 
・道徳科の授業改善や、指導と評価の一体化をさらにすすめる必要がある。 

・家庭・地域と連携した道徳教育の取組を充実させる必要がある。 

R2 取組内容 

・全教職員を対象に、道徳科授業改善や評価のあり方についての研修動画を作成した。 

・文部科学省「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」が中止となり、委託を受けるこ

とができなかったため、豊かな心の育成事業においても規模を縮小し、指定校で講師を招い

ての道徳科の授業の研究を中心に行った。 

・コロナ禍において、感染症対策として、授業の様子をビデオ撮影することや規模を縮小する

等、工夫し、校内研修を実施した。 

成果 

・「自分にはよいところがある」と答えた児童生徒の割合は道徳科の指導の充実及び家庭・地

域と連携した豊かな体験と道徳科を関連付けた道徳教育を推進することにより、目標を達成

することができた。 

課題 

・道徳科の授業改善や、指導と評価の一体化をさら進める必要がある。 

・道徳副読本「未来をひらく」に収録される地域教材などを活用した道徳科の授業を推進する

必要がある。 

今後の方向性 

・道徳教育推進教師などを対象とした研修等を実施し、道徳教育推教師を中心とした指導体制

の充実を図る。 

・全小中学校で授業動画を見合うなど工夫し、教員相互が参観する道徳科の公開授業を実施す

る。 

・道徳副読本「未来をひらく」の教材の積極的な活用を推進する。 
 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（H2） 

実績値

（R2） 
傾向 

家庭・地域と連携した道徳教育の実施率（授業参観、

親子清掃等） 
- 

96.0% 

（H28） 
100％ 100％ ↗ 

「近所の人に会った時はあいさつをする（当てはま

る・どちらかといえば当てはまる）」と答えた児童生

徒の割合 

小 6 87.3％ 93％ 88.2％ ↗ 

中 2 85.1％ 91％ 88.4％ ↗ 

取組内容 

・道徳教育推進教師を対象に、道徳科授業改善や評価のあり方についての研修を実施した。 

・初研・中教研各道徳部会による合同の研究会「堺市道徳教育研究会」を設立し、小中9年間

を見通した道徳教育の充実に向けて研究を進めている。 

・道徳副読本「未来をひらく」で効果的な活用をすすめるよう周知した。 

成果 

・家庭・地域と連携した道徳教育の実施率において、令和2年度堺市立学校園に対する指示事

項で、保護者・地域を対象とした道徳科の公開授業等を実施することを指示したことによ

って、目標を達成することができた。 

・「近所の人に会った時はあいさつをする」と答えた児童生徒の割合は、道徳科の指導の充

実及び家庭・地域と連携した豊かな体験と道徳科を関連づけた道徳教育を推進することに

より、高水準を維持することができた。 

課題 
・さらなる道徳教育の充実に向け、道徳副読本「未来をひらく」に収録される地域教材等を

活用した道徳科の授業を推進する必要がある。 
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（7）－ ③ 堺・スタンダードの推進 学校指導課 

事業概要 

人との関わり合いを実感する「あいさつ運動」・もてなしの心を学ぶ「茶の湯体験」・豊かな心

を育む「朝の読書活動」をすべての学校で実施し、学校園・家庭・地域が一体となった特色あ

る取組に発展させる。 

R1 課題 

・中学校 7 校が茶の湯体験未実施。 

・中学校の朝の読書実施率が 100％に達していない。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、あいさつ運動や茶の湯の実施につい

て検討が必要となった。 

R2 取組内容 

・各学校に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策をとりながら堺・スタンダード

の取組の継続を求めた。 

・茶の湯体験に使用する御座や毛氈など道具の貸出を行った。 

成果 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、茶の湯体験を中止した学校が多かった。 

 小学校 76.0％（R1 小学校 100％） 

中学校 65.1％（R1 中学校 83.7％） 

・朝の読書について、週当たり 4 回実施の中学校が増加した。 

課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、あいさつ運動を控えたり、茶の湯の

実施を見送る学校も多かった。 

・朝の読書について、小学校では週 2 回実施の学校が減り、週 1 回実施の学校が増加した。 

今後の方向性 

・堺・スタンダードとして、引き続き全校実施をめざし、各学校に働きかける。 

・朝の読書活動未実施校に対しては、学校司書や学校図書館サポーターを活用した朝の読書活

動の推進を提案するなど、読書習慣の推進についての働きかけを行う。 

・引き続き年間指導計画に茶の湯を位置付け、さかい利晶の杜や伸庵など関係施設と連携し、

中学校での実施校数を増やす。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

堺・スタンダードの取組の実施 小中 

あいさつ 

100％ 
全小中学

校で実施

(100%) 

97.8％ ↘ 

朝の読書 

81.6％ 
95.6％ ↗ 

茶の湯 

89.7％ 
72.6％ ↘ 

取組内容 

・学校園・家庭・地域が協働し、あいさつ運動の推進に取り組んだ。 

・朝の時間などを活用した一斉読書を学校全体で行う読書活動の推進に取り組んだ。 

・年間指導計画に「茶の湯」を位置付け、大仙公園の呈茶体験やさかい利晶の杜などの活用を

促進した。 

・子ども堺学サポーターの回数を配当した。 

・学校で茶の湯体験を行えるよう茶道具等の貸出を行った。 

成果 
・堺・スタンダードとして「あいさつ運動」・「茶の湯体験」・「朝の読書活動」の定着は概ねで

きている。 

課題 

・茶の湯体験については、令和 2 年度は感染症対策の観点から茶の湯体験を中止した学校が

多く、100％の実施に至らなかった。 

・未実施の学校もあるため、今後も引き続き実施を促す必要がある。 
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 ■基本施策（8）秩序と活気のある学びの場づくり 

 
 ◆施策の内容 
  いじめや不登校などの未然防止に努めるとともに、子どもの発達課題に応じた生徒指導や課題を抱え

る子どもへの相談・支援体制、生徒指導上の課題解決に向けた学校への支援体制の充実に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・小学校へのスクールカウンセラー（以下「SC」）の配置拡充や全中学校及び 14小学校への生徒指導主

事の専任配置により、小中一貫した生徒指導体制を充実した。また、SNS を活用した LINE 相談を予

定より早めて実施し、危機管理アドバイザーといじめ巡回相談員が全市立学校を訪問し、いじめの積

極的認知についての助言といじめアンケートの点検を行った。 

  ・教育相談を効果的かつ有効的に機能させるため、相談員のスキルアップをめざし有識者による助言を

定期的に受け、また、主訴の解決に向けて相談者自身の課題解決力の向上に取り組んだ。 

 
 ◆成果 
  ・SC の配置拡充により、新型コロナウイルス感染症に対する不安についての相談に対応できた。また、

LINE 相談窓口では各種相談は多く、児童生徒に一定のニーズがあり、いじめの認知件数については、

認知件数 0の学校がなくなった。 

  ・教育相談について、有識者による助言を受けることやケース検討を行うことで、相談者の意図を適切

にくみ取り、主訴に対しての適切な助言、相談者の課題解決力の向上につながった。 

 
 ◆課題 
  ・SC 及びスクールソーシャルワーカー（以下「SSW」）の学校からのニーズは高く、十分な体制ができ

ているとはいえない。また、LINE 相談窓口は、開設日や開設時間が限られており、時間外アクセス

の対応が課題である。 

  ・教育相談の件数増加に伴い、今後も相談受付に時間がかかることが考えられる。 

 
 ◆今後の方向性 
  ・SC、SSW の配置拡充や、いじめについて、未然防止、早期発見、早期対応できるよう、管理職、生徒

指導主事等に対し研修等を通じて周知を図り、また、LINE 相談の開設日を早め、増やす。 

  ・相談員のスキルアップに継続して取り組み、早期の相談終結をめざすことにより、新規相談者に対応

できる時間確保に努める。また、ICT を活用した面接相談の手法を研究する。 
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 ◆事業評価 

（8）－ ① 生徒指導の推進と生徒指導の支援体制の充実 生徒指導課 

事業概要 
・子どもの発達課題に応じた生徒指導を推進する。 

・生徒指導上の課題に対する専門家等と連携した組織的対応を行う体制を確立する。 

R1 課題 

・小中学校におけるいじめの認知件数が増加している。 

・小学校におけるスクールカウンセラー（以下「SC」）の活用を推進する必要がある。 

・生活実態に課題のある子どもに対して学校と専門家、地域が連携して解決にあたる仕組みづ

くりが必要である。 

・性に関する様々な課題への予防と対応が必要である。 

R2 取組内容 

・小学校への SC の配置を拡充した。 

・全中学校及び 14 小学校に生徒指導主事を専任配置し、小中一貫した生徒指導体制を充実す

る。 

・いじめ・暴力防止（CAP）プログラムを拡充して実施した。 

・スクールソーシャルワーカー（以下「SSW」）活用マニュアルを周知し、SSW の活用を促進

し、生活実態に課題のある子どもに対して、教職員、専門家、区役所、地域人材などが、子

どものおかれた環境や家庭などに働きかける取組や連携の在り方について検討した。 

・性暴力被害の予防と対応に向けた教職員研修を引き続き実施した。 

・休業明けに、SC からのメッセージを市立全校に発信した。 

・SNS を活用した LINE 相談を予定より早めて実施。相談窓口を設置することで、児童生徒が

相談しやすくした。 

・危機管理アドバイザーといじめ巡回相談員が全市立学校を訪問し、いじめの積極的認知につ

いての助言といじめアンケートの点検を行った。 

成果 

・小学校への SC の配置を拡充できた。令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症に対する不安

についての相談があり、対応した。 

・いじめ事案に対し、専門家チームの派遣が有効であった。 

・LINE 相談の窓口には、「友人関係」「心身の健康・保健」「学業・進路」の相談が多く、児童

生徒に一定のニーズがある。 

・積極的にいじめ認知を図ったことで、いじめの認知件数が増加し、認知件数 0 の学校が 0 に

なった。 

課題 

・専門家である SC 及び SSW の学校からのニーズは高く、十分な体制ができているとはいえ

ない。 

・全国的に教職員等による性暴力被害はなくなっておらず、予防や発生時の迅速な対応が求め

られる。 

・いじめ事案に対し、事態が深刻化しないよう、組織的に早期対応しなければならない。 

・LINE 相談窓口は、開設日や開設時間が限られており、時間外アクセスの対応が課題である。 

今後の方向性 

・SC、SSW の配置を拡充する。 

・性暴力に関する様々な課題に対し、予防と対応ができるよう、作成した対応ガイドラインを

活用して、教員研修を行う。 

・生徒指導主事を中心に小中連携を図り、また、有効な取組や活用の研修をとおして、問題行

動、不登校児童生徒の減少を図る。 

・いじめについて、未然防止、早期発見、早期対応できるよう、管理職、生徒指導主事等に対

し研修等を通じて、周知を図る。 

・いじめ対応チェックシートを用いた教員研修を、学校で年に 1 回以上行う。 

・LINE 相談の開設日を早め、増やす。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値 

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

中学校の不登校生徒割合 - 2.75％ 
全国平均以下 

(2.7％以下) 

3.08％ ※1 

(全国 3.94％) 
↗ 

「学校のきまりを守っている（当てはまる・ど

ちらかといえば当てはまる）」と答えた児童生

徒の割合（全国学力・学習状況調査） 

小 6 87.8％ 94％ 90.4％ ※2 ↗ 

中 3 90.9％ 97％ 95.5％ ※2 ↗ 

取組内容 

・スクールカウンセラーの配置の拡充 

・生徒指導主事の配置拡充（全中学校に配置、小学校 14 校への配置） 

・性暴力被害防止の取組強化（全教職員の研修受講、堺市立学校園性暴力防止ガイドライン

の作成など） 

・いじめの未然防止、早期発見、早期対応の取組強化（いじめ対応チェックシートの改訂、

いじめ対応専門家チームの派遣など） 

成果 

・不登校児童生徒数は小中学校とも増加傾向にあるが全国値に比べ、低い状況である。 

・「学校のきまりを守っている」と答えた児童生徒の割合は、小 6 で 2.6%上昇、中 2 で 4.6%

上昇した。全中学校への生徒指導主事の配置により規範意識が醸成され、改善がみられる。

また、中学校区における生徒指導に連続性と一貫性をもたせ、9 年間を見通した生徒指導体

制構築にむけ前進した。 

課題 

・暴力行為件数は中学校では減少し、小学校では増加傾向にあることから小中連携した取組

や小学校での生徒指導体制の確立などが課題である。 

・スクールカウンセラーなどの専門家や関係機関と連携した対応が今後も必要である。 

※1 中学校の不登校生徒割合は、文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調

査」に基づいており、令和 2 年度の割合は、令和 3 年 10 月頃公表予定のため、令和元年度の数値を記載。 

※2 令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（8）－ ② 教育相談事業 企画相談課 

事業概要 

・不登校や発達障害などの課題を有する子ども、子育てなどに不安がある保護者、対応 

 に悩む教職員などを対象に、面接教育相談や電話による教育相談を実施する。 

・いじめ、不登校、不適応などの課題を有する子どもたちへの対応やその防止の観点か 

 ら、集団づくりや社会性の育成に関する教職員研修などを実施する。 

R1 課題 

・相談件数の増加や相談内容が複雑化していることにより、相談員のスキルでは対応でき

ないケースがあった。また、新しく相談に申し込みされた方に来所いただくのに時間が

かかることがあった。 

・教育相談に関する教職員研修の再構築を進め、研修参加人数は前年度と比較し増加し

た。学校園で教育相談の手法やその考え方の重要性が求められるなか、今後の研修内容

についての精査が必要であった。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、外出することに対しての不安感から面接

教育相談へ来所することが難しくなり、相談が中断することがあった。 

R2 取組内容 

・相談を効果的かつ有効的に機能させるため、相談員のスキルアップをめざし有識者によ

る助言を定期的に受けた。また、主訴の解決に向けて相談者自身の課題解決力の向上に

取り組んだ。 

・教育相談に関する教職員研修について、児童生徒理解や基礎的な面接技能などに関する

研修、学校の抱える喫緊の課題に焦点をあて、課題解決につながるような研修の実施を

予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点より研修については

中止とした。 

・面接相談においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の対策のため、相談室

の消毒や手指消毒の徹底、検温、換気、パーテーションの設置を行い、面接相談を継続

して行った。 

成果 

・有識者による助言を受けることやケース検討を行うことで、相談者の意図を適切にくみ

取り、主訴に対しての適切な助言、相談者の課題解決力の向上につながった。 

・面接相談について、新型コロナウイルス感染症拡大防止の対策を行いながら、実施する

ことができた。 

・面接相談の課題達成率（年間相談件数のうち、解決件数及び課題解決に向け良好な形で

継続している件数の占める割合）90%以上の水準（H30:93%→R1:97%→R2:95%）を保つ

ことができている。 

課題 

・早期の相談終結をめざし相談を行っているが、相談件数の増加に伴い今後も相談受付に

時間がかかることが考えられる。 

・教育相談に関する研修については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点よ

り、集合型研修は中止とせざるをえなかった。 

今後の方向性 

・相談員のスキルアップに継続して取り組み、早期の相談終結をめざすことにより新規相

談者に対応できる時間確保に努める。 

・教育相談に関する研修については、集合型研修が多いことから、実施が難しいところが

あった。教育相談に関する研修については教職員からのニーズが高いということも鑑

み、形態なども考えながら実施していく必要がある。 

・面接相談について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の対策を行いながら、継

続して進めていく必要があるが、不安の強い来所者も多くいるため、今後も徹底した感

染症対策を行いながら業務実施が求められる。 

・ICT を活用した面接相談の手法を研究する。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

年間相談件数のうち、解決件数及び課題解決に向け

良好な形で継続している件数の占める割合 
- 89% 100% 95.0% ↗ 

取組内容 

・子育てや教育に関することに悩みのある相談者に寄り添い、主訴に応じて助言をした

り、解決方法を共に考えたりしながら、面接教育相談や 24 時間子ども電話教育相談に

取り組んだ。 

・様々な教育的課題がある子どもたちへの対応や、その未然防止の観点から、集団づくり

や社会性の育成、子ども理解に関する教職員研修について実施した。 

成果 

・年間相談件数のうち、解決件数及び課題解決に向け良好な形で継続している件数の占める割

合は、相談者の判断により、途中中断することもあり、R2 目標値の 100%は達成できなかっ

たが、上昇傾向である。 

課題 

・相談内容が複雑化・多様化していることで、関係機関との連携が必要な相談件数は増加傾向

にあり、また、相談員一人ひとりが受け持つ相談対応件数も増加しているが、引き続き、相

談者に寄り添い課題解決に取り組む必要がある。 
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 ■基本施策（9）体力の向上と健康的な生活習慣の確立 

 
 ◆施策の内容 
  子どもたちの健やかな心身の育成を図るため、家庭・地域と連携して、体力の向上や部活動の活性化、

食育の推進、基本的生活習慣の確立に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・体力向上研究校（5小中学校）での調査研究の実施や、関西大学と連携した体力向上サポーターの活

用、堺市体力向上検討会議などを実施した。 
  ・栄養教諭配置の中学校 4校において、生徒等の食に関する実態調査や、教科と関連付けた食に関する

指導を実施した。また、食育フェアや食通信などにより、食育の重要性・必要性について保護者等へ

啓発した。 
  ・部活動の充実及び教員の負担軽減を目的に、部活動指導員 18名を 10 校に配置した。 
 
 ◆成果 
  ・令和元年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査（以下「体力等調査」）において、体力合計点が

小学 5年生男女で全国平均を下回っているものの、全国平均に近づいている。 
  ・部活動指導員を配置した学校からは、部活動顧問の時間外滞在時間の減少や、学校全体の時間外滞在

時間が減少したと報告があった。 
 
 ◆課題 
  ・新型コロナウイルス感染症の影響で体力向上サポーターの十分な活用ができず、また、体力等調査に

おける全国の体力合計点と比較すると、小学 5年生男女、中学 2年生男女ともに低く、学校・家庭・

地域が連携した取組の推進を行っていく必要がある。 
  ・各中学校区で系統して、生涯を通じた心身の健康を支える食育の充実を図る必要がある。 
  ・部活動の指導者の育成及び教員の負担軽減に継続して取り組む必要がある。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・新学習指導要領の内容をふまえた小学校体育指導の手引を活用し、授業改善の推進や、児童生徒の運

動に対する関心意欲を高め、自主的に運動を行う習慣の確立を進める。また、初等教育研究会体育部

と中学校教育研究会保健体育部が連携し、生徒の実態に合わせた授業づくりを工夫しながら行う。 
  ・各学校において、食に関する指導の全体計画のもと、様々な教科と関連させて学校教育活動全体とし

て取り組むことができるよう、関係課による庁内委員会において、課題の整理や、学校での食育を推

進する方策を検討していく。 
  ・部活動の指導に当たっての教員研修を継続して実施し、医・科学的に理論づけられた部活動指導を推

進する。また、引き続き、部活動指導員を配置し、教員の負担軽減を進める。 
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 ◆事業評価 

（9）－ ① 体力向上推進事業 生徒指導課 

事業概要 
・児童生徒の運動意欲を高め、運動習慣の確立を図る。 

・堺市の児童生徒の体力、運動能力を全国水準まで向上させる。 

R1 課題 ・運動する児童生徒としない児童生徒が二極化している。 

R2 取組内容 

・体力向上推進事業（5 小中学校を体力向上研究校として指定し、調査研究を実施） 

・関西大学と連携した体力向上サポーターの活用 

・堺市体力向上検討会議（関西大学教授をスーパーバイザーとして、本事業の効果検証及 

び体力向上に関わる実践研究に関わる協議等を行う） 

・JFA アカデミー堺と連携したサッカー指導教室の開催 

成果 
・令和元年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、体力合計点が小学 5 年生男女

で全国平均を下回っているものの、全国平均に近づいている。 

課題 

・令和 2 年度は関西大学が新型コロナウイルス感染症の影響で休学、リモート授業となり、学

生が登校せず、募集開始が遅れる、派遣期間が短くなるなど、体力向上サポーターの十分な

活用ができなかった。 

・令和元年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、全国の体力合計点と比較する

と、堺市は小学 5 年生男女、中学 2 年生男女ともに低く、学校・家庭・地域が連携した取組

の推進を行っていく必要がある。 

今後の方向性 

・新学習指導要領の内容をふまえた小学校体育指導の手引を活用し、授業改善の推進や、児童

生徒の運動に対する関心意欲を高め、自主的に運動を行う習慣の確立を進める。 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果をふまえ、初等教育研究会体育部と中学校教育

研究会保健体育部が連携し、生徒の実態に合わせた授業づくりを工夫しながら行っていく。 
 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

体力テストの堺市の平均値（全国を 100 とした場合）

（全国体力・運動能力、運動習慣等調査） 

小 5 97.0 100 98.3 ↗ 

中 2 93.0 100 95.4 ↗ 

取組内容 

・体力向上推進事業（5 小中学校を体力向上研究校として指定し、調査研究を実施） 

・関西大学と連携した体力向上サポーターの活用 

・堺市体力向上検討会議（関西大学教授をスーパーバイザーとして、本事業の効果検証及 

び体力向上に関わる実践研究に関わる協議等を行う） 

・堺スポーツチャレンジランキング事業（小学校対抗長縄跳び） 

・JFA アカデミー堺と連携したサッカー指導教室の開催 

成果 ・全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、堺市の平均値が向上した。 

課題 

・新学習指導要領の内容をふまえた小学校体育指導の手引を活用し、授業改善を推進する必要

がある。 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果をふまえ、生徒の実態に合わせた授業を行うた

め、中学校教育研究会保健体育部会と連携し、一層の授業改善を推進する必要がある。 

※令和 2 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査は実施されなかったため、令和元年度の数値を記載 
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（9）－ ② 食育推進事業 学校給食課 

事業概要 
・学校における計画的かつ組織的な食育の充実に取り組む。 

・食育に関する情報を広く保護者や市民に発信し、家庭や地域と連携した食育の推進を図る。 

R1 課題 

・保護者に対して食育の重要性についての効果的な情報を発信する必要がある。 

・中学校での食育を拡充する必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、食育関連イベントの開催方法を検討

する必要がある。 

R2 取組内容 

・食育フェアや「食通信」などにより、家庭における食生活及び食育の重要性や学校・家庭・

地域が連携して食育に取り組むことの必要性について保護者等へ啓発を行った。 

・食育講演会は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止した。 

・栄養教諭を配置している中学校 4 校において、生徒等の食に関する実態調査や、教科と関連

付けた食に関する指導を実施した。 

成果 
・食育フェア、「食通信」等の内容を工夫したことにより、食育の重要性について児童生徒、

保護者、市民に啓発することができた。 

課題 

・各中学校区で系統して、生涯を通じた心身の健康を支える食育の充実を図る必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、食育関連イベントの開催方法を検討

する必要がある。 

今後の方向性 

・朝食欠食の習慣化を防ぐため、朝食摂取の必要性などについて、食育講演会、食育フェア、

「食通信」等を活用したより効果的な情報発信方法を検討する。 

・今後、各学校において、食に関する指導の全体計画のもと、様々な教科と関連させて学校教

育活動全体として取り組むことができるよう、関係課による庁内委員会において、課題の整

理や、学校での食育を推進する方策を検討していく。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

毎朝食事をとっている児童生徒の割合（全国学力・学

習状況調査） 

小 6 86.9% 100% 85.4％ ↘ 

中 3 79.0% 100% 79.7％ ↗ 

取組内容 

・食育講演会、食育フェアの開催や「食通信」等による、家庭における食生活及び食育の重要

性や学校・家庭・地域が連携して食育に取り組むことの必要性についての保護者への啓発 

・栄養教諭を配置している小中学校における、生徒等の食に関する実態調査や、教科と関連付

けた食に関する指導の実施 

・市長事務部局等と連携して小中学校で野菜を栽培する体験活動を実施 

成果 

・朝食の摂取状況は小学校で 86.9%→85.4%、中学校で 79.0%→79.7%であり、ほぼ横ばい傾向

である。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、集合型の啓発活動は縮小したが、食

育フェアの開催や「食通信」等を行い、食育に取り組むことができた。 

課題 

・朝食欠食が習慣となってしまうことを防ぐため、朝食を始めとする日々の食事の重要性につ

いて、児童生徒や保護者に保護者に対する情報発信を行い、学校・家庭・地域が連携して、

児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけることができるよう、食育の

推進を図る必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から講演会や大規模な食育フェアの開催

が困難になることをふまえ、各教室内に整備されている大型デジタルテレビやタブレット端

末を活用した食に関する指導や生活習慣の実態把握等について研究する必要がある。 

・他部局と連携し、地場産物の活用等を促進することにより、食育の推進を図る。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（9）－ ③ 部活動推進事業 生徒指導課 

事業概要 
生徒の健全育成に効果的な部活動の活性化を図る一方で、部活動における生徒・保護者・教員

の負担を軽減する。 

R1 課題 
・部活動の指導者の育成及び教員の負担軽減に継続して取り組む必要がある。 

・部活動における生徒・保護者の経済的負担を軽減する必要がある。 

R2 取組内容 

・部活動顧問を対象に、望ましい部活動指導の在り方研修や体罰根絶研修、中体連と連携して

部活動指導者講習会を実施した。 

・生徒のニーズに合わせて、在籍校でなくても部活動に参加できる種目別拠点校を見直し、引

き続き設置した。 

・部活動に係る用具類等整備の支援を行った。 

・部活動における全国大会・地方大会に参加する生徒・保護者の経済的負担の軽減を行った。 

・部活動の充実及び教員の負担軽減を目的に、部活動指導員 18 名を 10 校に配置した。 

・スポーツ庁並びに文化庁ガイドラインで示された「週 2 日の休養日の設定」などの内容をふ

まえ、平成 31 年度に改訂した堺市部活動ハンドブックを中学校ホームページに掲載し、ノ

ークラブデーの設定を徹底し、今年度においては、新型コロナウイルス感染症対策も併せて

行った。 

成果 
・部活動指導員を配置した学校からは、部活動顧問の時間外滞在時間の減少や、学校全体の時

間外滞在時間が減少したと報告があった。 

課題 

・令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症による臨時休業、緊急事態宣言などで部活動の中

止、時間短縮、大会・コンクールの中止や延期等があり、生徒の日頃の練習や取組の成果を

発揮する場面が減少した。 

・部活動の指導者の育成及び教員の負担軽減に継続して取り組む必要がある。 

今後の方向性 

・部活動の指導に当たっての教員研修を継続して実施し、医・科学的に理論づけられた部活動

指導を推進する。 

・部活動指導員を配置し、教員の負担軽減を進める。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

部活動入部率 
運動部 60% 65% 59.2% ↘ 

文化部 21% 20% 21.2% ↗ 

取組内容 

・部活動顧問を対象に、望ましい部活動指導の在り方研修や体罰根絶研修、中体連と連携して

部活動指導者講習会を実施した。 

・生徒のニーズに合わせて、在籍校でなくても部活動に参加できる種目別拠点校を見直し、設

置した。 

・部活動に係る用具類等整備の支援を行った。 

・部活動における全国大会・地方大会に参加する生徒・保護者の経済的負担の軽減を行った。 

・平成 30 年度から部活動の充実、教員の負担軽減を目的に部活動指導員を配置した。（H30 

：11 名 R1：18 名 R2：18 名） 

・スポーツ庁並びに文化庁ガイドラインで示された「週 2 日の休養日の設定」などの内容をふ

まえ、平成 31 年度に改訂した堺市部活動ハンドブックを中学校ホームページに掲載し、ノ

ークラブデーの設定を徹底した。 

成果 
・部活動指導員を配置した学校では、部活動顧問の時間外滞在時間の減少や、学校全体の時間

外滞在時間が減少した。 

課題 ・部活動の指導者の育成及び教員の負担軽減に継続して取り組む必要がある。 

 



- 73 - 
 

 

【基本的方向性 3】学校力・教師力の向上 

 

 ■基本施策（10）学校マネジメント力の向上 

 
 ◆施策の内容 
  R-PDCA サイクルによる学校経営を推進し、教職員が心身ともに健康で子どもに向き合える環境づくり

に取り組むとともに、家庭や地域と連携・協働し、地域社会とともにある学校づくりに取り組む。 
 
 
 ◆取組内容 
  ・任期付管理職の公募、「学校日誌」の記載事項の見直し、全学校園への産業医資格を持つ医師の配置

等を行った。 
  ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、学校・家庭・地域が参集する「学校協議会」

を開催できない場合は、書面開催や数回に分けて説明を行うなど、工夫し実施した。 
 
 ◆成果 
  ・任期付管理職の公募により他府県で管理職経験のある人材を管理職として確保できた。「学校日誌」

の記載事項の変更により、学校園事務の負担が軽減された。また、産業医との連携により、各学校園

での衛生委員会や健康相談が効果的に実施された。 
  ・堺版コミュニティ・スクールの推進に係る成果指標について、高水準を維持することができた。 
 
 ◆課題 
  ・新型コロナウイルス感染症への各種対応等により、勤務時間外在校等時間は増加傾向にあり、継続し

て業務分担の見直しや適正化、必要な環境整備などの取組を実施する必要がある。また、コロナ禍に

おける様々な工夫や取組を検証し、教職員の負担軽減に活かしていく必要がある。 
  ・堺版コミュニティ・スクール及び地教行法第 47条の 6で示されている「学校運営協議会」（コミュニ

ティ・スクール）への理解を深めるため、引き続き、研修を実施する必要がある。 

 
 ◆今後の方向性 
  ・任期付管理職のうち優秀な人材を特別選考のうえ正規の教職員として採用する制度を構築し、管理職

人材の確保につなげる。また、学校園の働き方改革に継続的、計画的に取り組む。 
  ・「社会に開かれた教育課程の実現」のため、学校・家庭・地域の関係者が学校運営に参画し、目的や

課題を共有している、組織的で持続可能な仕組みの構築をめざし、また、学校運営協議会の導入に向

けて検討を行う。 
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 ◆事業評価 

（10）－ ① 学校マネジメント支援事業 教職員企画課・教職員人事課 

事業概要 

学校マネジメント力の向上・支援のために、次の取組を推進する。 

＊管理職の人材確保と育成 ＊管理職の支援 ＊教職員のメンタルヘルスの充実 

＊教職員の働き方改革 

R1 課題 

・管理職となる人材の確保及び管理職の組織マネジメント力の強化が必要である。 

・教育職員の在校等時間を適切に把握したうえで、長時間にわたる在校を防ぐために業務分担

の見直しや適正化、必要な環境整備などの取組を実施する必要がある。 

・教職員に対し、新型コロナウイルス感染症への各種対応等によるストレスを軽減する必要が

ある。 

R2 取組内容 

・任期付管理職の公募を実施した。 

・新任管理職対象の研修を集合型から動画配信形式に変更して実施した。 

・新任管理職に対し、校長 OB による相談・支援を行った。 

・毎月全学校園に職員別勤務時間外在校等時間を通知し、各学校園における教職員の健康管理

や業務改善に対する意識向上を促した。 

・学校備付表簿である「学校日誌」の記載事項を見直し、学校園の事務負担軽減を図った。 

・ストレスチェックの結果の集団分析を、これまでの校種や職種別に加え、学校園別で行い各

学校園に示した。 

・毎月働き方改革推進通信「S－Times」を発行し、全教職員に対しスマイルプランやメンタル

ヘルスケア、在校等時間の長時間化を防ぐ取組等について、啓発を行った。 

・全学校園に産業医資格を持つ医師を配置し、学校園全体の労働安全衛生体制を強化した。 

・庁内メンタルヘルス相談窓口において、新型コロナウイルス感染症への各種対応等により仕

事や生活に不安やストレスを感じている教職員からの相談についても、対応することとし

た。 

成果 

・任期付管理職の公募により他府県で管理職経験のある人材を管理職として確保できた。 

・新任管理職に対する研修や相談・支援の実施により管理職の組織マネジメント力を強化でき

た。 

・各学校園での衛生委員会や健康相談が、産業医との連携により効果的に実施された。 

・「学校日誌」の記載事項の変更により、学校園事務の負担が軽減された。 

課題 

・新型コロナウイルス感染症への各種対応等により、在校等時間は増加傾向にあり、継続して

業務分担の見直しや適正化、必要な環境整備などの取組を実施する必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症により、長期間にわたる臨時休業など多大なる影響があったが、

その中で行われた様々な工夫や取組を検証し、教職員の負担軽減に活かしていく必要があ

る。 

今後の方向性 

・任期付管理職のうち優秀な人材を特別選考のうえ正規の教職員として採用する制度を構築

し、管理職人材の確保につなげる。 

・管理職補佐の役割を担い、将来の管理職候補人材となる主幹教諭の職務を教職員に明確に示

し、主幹教諭選考の受験を促す。 

・勤務時間外の在校等時間が規則に定める上限時間の範囲内で収まるよう、業務量の適正な管

理を行い、堺市教職員『働き方改革』プラン”SMILE”」に基づき、学校園の働き方改革に継

続的、計画的に取り組む。 

・健康相談機能の充実や、ストレスチェック及び庁内メンタルヘルス相談窓口の活用により、

メンタルヘルス不調の予防や早期発見、早期対応、職場復帰支援・再発防止を推進し、教職

員の健康の保持増進を図る。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「学校教育目標や方策について全教職員と共有し取り

組んでいる（よくしている・どちらかといえばしてい

る）」と答えた学校の割合（全国学力・学習状況調査） 

小学校 97.9% 100% - - 

中学校 95.2% 100% - - 

「学級運営の状況や課題を全教職員の間で共有し、学

校として組織的に取り組んでいる（よくしている・ど

ちらかといえばしている）」と答えた学校の割合（代替

指標）（全国学力・学習状況調査） 

小学校 98.9% 100% 94.6% ↘ 

中学校 100% 100% 97.7% ↘ 

取組内容 

・経験豊かな人材の確保をめざし、任期付管理職の公募を実施した。 

・管理職選考の受験者の拡大をめざし、管理職選考説明会を実施した。 

・新任管理職に対し研修や相談・支援を実施した。 

・教員が子どもと向き合う時間を確保するため、堺市教職員『働き方改革』プラン”SMILE”」

を策定した。 

・教職員の長時間勤務の是正とワーク・ライフ・バランスを充実させる取組を推進した。また

産業医機能を強化し、教職員が心身ともに健康でいきいきと働ける環境づくりを推進した。 

（例）学校閉庁日の実施・定時退勤日の設定・ノークラブデーの推進・業務改善ハンドブッ

クの作成・部活動指導員の配置・文書事務削減の徹底・留守番電話設定対応・学校日誌の記

載事項の変更等 

・メンタルヘルス相談について、外部機関の活用に加え、庁内相談窓口を設置した。 

成果 

・任期付管理職の公募により様々な経験を有する優秀な人材を管理職として確保できた。 

・新任管理職への相談等により、管理職の組織マネジメントを支援した。 

・スマイルプランに基づき各学校園とともに取り組んだことで、教職員の勤務時間外滞在時間 

（月平均）は、平成 28 年度以降減少傾向で推移することができた。 

・教職員へのメンタルヘルス対策は、従前より予防、早期発見及び復職支援と複合的な対策を

進めてきたため、ストレスチェック制度開始時（平成 28 年度）から、学校規模にかかわら

ず全校で実施することができた。 

課題 

・管理職となる人材の確保と育成が必要である。 

・管理職の組織マネジメント力の向上が必要である。 

・学校業務の適正化を図り、規則で定めた上限時間の勤務時間外在校等時間のうち、まずは例

外規定の年間 720 時間を超える 8.8％の教育職員数を減少させる必要がある。 

・精神疾患による休職者が増加傾向にある。ストレスチェックの受検率が減少傾向にある。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（10）－② 堺版コミュニティ・スクール推進事業 【（12）－③で再掲】 学校指導課 

事業概要 学校・家庭・地域が連携・協働することにより、地域社会とともにある学校づくりを推進する。 

R1 課題 

・各校区の課題に応じた特色ある取組を推進できるよう、各校の実情に応じて学校協議会を開

催する。また、授業などの教育課程においても、地域・保護者と連携・協働しながら「社会

に開かれた教育課程」の実現をめざす。 

・地域協働担当教員及びコーディネーターの堺版コミュニティ・スクールへの理解を深めるた

め、引き続き研修を充実させる必要がある。 

R2 取組内容 

・全小中学校「学校協議会」において、学校経営方針を共有し、よりよい学校づくりに向けて

学校と地域がともに考え、議論した。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、学校・家庭・地域が参集する「学校

協議会」を開催できない場合は、書面開催や数回に分けて説明を行うなど、工夫し実施した。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、堺市教育委員会主催の地域協働担当

教員やコーディネーター対象の研修については、実施できなかった。 

成果 
・「保護者や地域の人が学校の諸活動に参加している」と答えた学校の割合は、小学校 92.4％、

中学校 97.6％と高水準を維持することができた。 

課題 
・今後も、堺版コミュニティ・スクール及び地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営

協議会」（コミュニティ・スクール）への理解を深めるため、研修を実施する必要がある。 

今後の方向性 

・「社会に開かれた教育課程の実現」のため、学校・家庭・地域の関係者が学校運営に参画し、

目標や課題を共有している、組織的で持続可能な仕組みの構築をめざす。 

・地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営協議会」（コミュニティ・スクール）の導入

に向けて検討を行う。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「保護者や地域の人が学校の諸活動に（ボランティ

アとして）参加してくれる（よく参加してくれる・参

加してくれる）」と答えた学校の割合（全国学力・学

習状況調査） 

小学校 91.4% 96% 92.4％ ↗ 

中学校 92.9% 98% 97.6％ ↗ 

取組内容 

・全小中学校「学校協議会」において、学校経営方針を共有し、よりよい学校づくりに向けて、

学校と地域がともに考え、議論した。 

・管理職、地域協働担当教員、保護者、コーディネーター、地域住民等を対象とした研修会に

おいて、小中学校からの実践発表や学識経験者による講演を行い、他校や他市のコミュニテ

ィ・スクールの推進に向けた特色ある取組を紹介するなど、各学校の取組の活性化を図った。 

成果 

・「保護者や地域の人が学校の諸活動に参加している」と答えた学校の割合は、目標値につい

ては未達成となったものの、実績値は小学校 92.4％、中学校 97.6％と高水準を維持するこ

とができた。 

・地域協働担当教員とコーディネーターが連携し、学校の教育活動を支援する人材や組織のネ

ットワークづくりに取り組んだ。 

・全小中学校において学校協議会を実施し、R‐PDCA サイクルに基づいた学校経営に取り組

み、よりよい学校づくりに向け学校経営方針の共有や、学校教育活動についての現状や課題

を共有することができた。 

課題 

・今後、堺版コミュニティ・スクール及び地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営協

議会」（コミュニティ・スクール）のめざす方向性や学校教育活動を支援する人材や組織の

ネットワークづくりの重要性を一層、周知する必要がある。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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 ■基本施策（11）信頼される教員の育成 

 
 ◆施策の内容 
  本市の教員となる優秀な人材を獲得し、本市の教育課題の解決や教職員の資質向上を図るための人事

配置を進め、研修体制の充実に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・教員の資質等の向上に向け、堺市教員育成指標に基づく研修を、開催手法を工夫して実施した。また、

「堺版授業スタンダード」の徹底を図るため、専門指導員が各学校を巡回訪問し、採用 1年次の初任

者を中心に指導助言を行った。 

  ・教員採用選考試験において、堺・学校インターンシップ研修生及び放課後児童対策等事業指導員の経

験による加点の新設や、2次面接試験内容の変更を行った。 

 
 ◆成果 
  ・動画配信型研修やオンライン研修を工夫して実施することで、堺市教員育成指標に基づく教員の育成

段階に応じた研修を実施することができ、また、研修回数や研修時間の短縮を図ることにより、働き

方改革を推進した。 
  ・令和 2年度は、教員採用選考試験全体の倍率が 6.8 倍（小学校は 5.7 倍、中学校は 8.1 倍）で、本市

が単独で採用試験を開始して以降、最高の倍率となった。 
 
 ◆課題 
  ・動画配信型研修では、研修受講中の状況を直接確認することができず、研修受講者の学びの深まりを

どのように読み取るかについて課題が残った。 
  ・教員採用選考試験の実施に当たって、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に対応した情報発信

や試験運営を検討する必要がある。また、引き続き、受験者が少数である教科を志望する者や、大学

卒業見込みの受験者の確保に向けた取組が必要である。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や働き方改革をふまえ、研修の動画配信やオンライン研修

など、ICT を活用し、実施方法を工夫した教職員研修を推進する。また、社会の変化や新たな教育課

題に対応した研修を充実する。 

  ・本市教員の年齢構成の偏りをふまえ、長期的な視点に基づいた教員の需要見込みにより、計画的・継

続的な採用を行う。また、広報活動の工夫や社会情勢に応じた選考方法の工夫改善により、優秀な人

材の確保に取り組む。 
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 ◆事業評価 

（11）－ ① 教職員研修事業 能力開発課 

事業概要 
「情熱」・「指導力」・「人間力」を備えた教職員を育成し、学校園全体としての教育力向上を図

るための研修を実施する。 

R1 課題 

・「全国学力・学習状況調査」の結果、小学校算数は全国平均を上回り、国語は全国平均をや

や下回った。中学校は、国語、数学については全国平均を下回り、特に国語は大きく下回り

課題である。 

・「全国学力・学習状況調査」の結果、「教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果

を教育活動に積極的に反映させている」と答えた学校の割合は、昨年度に比べ、小学校は約

4P、中学校は約 11P 減少した。学校閉庁日の設定や年休取得等の働き方改革が一要因とな

り、校外への研修参加率が下がったと考えられる。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和 2 年度に予定している研修方法の大

幅な見直しが必要となる。 

R2 取組内容 

・教員の資質等の向上に向け、堺市教員育成指標に基づいて研修を実施した。 

・堺市教員育成指標に基づき、教員の育成段階に応じた研修をベースに学校の教育力向上を視

野に入れた授業力・指導力の向上を図る研修を実施した。集合研修を実施する際には、新型

コロナウイルス感染症対策を十分に講じた。 

・教員が子どもと向き合う時間を創出するため動画配信型研修やオンライン研修を実施する

など研修の実施方法を工夫した。 

・「探究的な学び」を教員自らが体験したうえで、授業実践に生かす「探究的な学び実践研修」

をオンラインにて実施した。 

・採用 1 年次の初任者を中心に、3 年次までの経験年数の少ない教員の指導や「堺版授業スタ

ンダード」の徹底を図るため専門指導員が各学校を巡回訪問し、指導助言を行った。 

・「校園内研修ガイドブック」や「堺版教師学び合いスタンダード」の効果的な活用を促し、

研修主任を核とした校園内研修の活性化を支援した。 

成果 

・新型コロナウイルス感染症の影響で実施できない研修もあったが、動画配信型研修やオンラ

イン研修で代替し、育成段階に応じた研修を実施することができた。 

・動画配信型研修やオンライン研修を工夫して実施することで研修回数や研修時間の短縮を

図ることができ、働き方改革を推進した。 

課題 

・動画配信で研修を行うなど新たな方法で研修を実施し、研修後レポート等の提出を求めた

が、研修受講中の状況を直接確認することができず、研修受講者の学びの深まりをどのよう

に読み取るかについては課題が残った。 

今後の方向性 

・教員の資質・能力の向上に向け、堺市教員育成指標に基づく計画的・体系的な研修を実施す

る。その際、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や働き方改革をふまえ、研修の動画

配信やオンライン研修など、ICT を活用し、実施方法を工夫した教職員研修を推進する。 

・探究的な学びの実現や ICT 活用能力の向上、多様な人材や関係機関との連携・協働など社会

の変化や新たな教育課題に対応した研修を充実する。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成

果を教育活動に積極的に反映させている（よくして

いる・どちらかといえばしている）」と答えた学校の

割合（全国学力・学習状況調査） 

小学校 88.2% 94% 93.5% ↗ 

中学校 88.1% 94% 83.8% ↘ 

取組内容 

・堺市教員育成指標に基づき教員の育成段階に応じた計画的・系統的な研修の実施。 

・平成 30 年 4 月に「校園内研修ガイドブック」や「堺版教師学び合いスタンダード」を作成

し学校園に提示。また研修主任研修においてそれらの効果的な活用を促すことで、研修主任

を核とした校園内研修の活性化を支援。 

・各学校を専門指導員や指導主事が巡回訪問し、採用 1 年次の初任者を中心に 3 年次までの

経験年数の少ない教員の指導や「堺版授業スタンダード」の徹底を図った。 

成果 

・「教職員が校内外の研修に参加し、その成果を教育活動に積極的に反映させている」と答え

た学校の割合は、年度によって変動しているが、80％を越える高い割合を維持した。 

・平成 30 年 4 月に「校園内研修ガイドブック」や「堺版教師学び合いスタンダード」を作成

し、学校園に提示することで組織的・継続的な校園内研修の実施により、学校力の向上をは

かる研修サイクルを確立した。 

課題 

第 2 期未来をつくる堺教育プランにおいては、特に校内・校外研修の充実に重点を置いてい

た。この間、教員の働き方改革の推進も求められるようになり、教員の働き方改革を進めてい

くなかで、研修の実施回数や研修時間の短縮が求められている。研修内容の充実と働き方改革

の推進を同時に図るためにも、動画配信型研修やオンライン研修の実施など研修方法の改善を

進め、より効果的かつ教員の負担軽減を図ることが今後の課題である。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（11）－ ② 教職員採用事業・人事配置 教職員人事課 

事業概要 

・制度を検証しながら本市独自の教職員の採用試験を実施し、受験者数を確保しつつ優秀な人

材を確保する。 

・本市の教育課題の解決や教職員の資質向上を図る人事配置を進める。 

R1 課題 
・受験者が少数である教科や、大学卒業見込みの受験者確保に向けた取組が必要である。 

・国の動向をふまえた堺市の教育施策に対応する人事配置を行う必要がある。 

R2 取組内容 

・大学卒業見込みの受験者を確保するため、堺・学校インターンシップ研修生及び放課後児童

対策等事業指導員の経験による加点の新設や、2 次面接試験の「場面指導」を「ロールプレ

イ方式」から「面接員に対して説明する形式」への変更を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で受験説明会が開催できない中、Twitter や YouTube を活

用し、堺の試験概要、教育の特色や研修制度、受験者へのメッセージを掲載するなど、受験

者に近い立場を意識した情報発信を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、集団討論の取りやめや、受験教室内

で距離をとった座席配置を行うなど、試験の運営を見直した。 

成果 

・令和 2 年度は、全体の倍率が 6.8 倍（うち小学校は 5.7 倍、中学校は 8.1 倍）で、本市が単

独で採用試験を開始して以降、最高の倍率となった。 

 令和 3 年度採用試験（令和 2 年度実施）志願者 936 人、受験者 785 人、合格者 116 人 

課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に対応した情報発信や試験運営について、それぞ

れ検討する必要がある。 

・全国的に教員志願者数が減少する中、引き続き、受験者が少数である教科を志望する者や、

大学卒業見込みの受験者の確保に向けた取組が必要である。 

今後の方向性 

・本市教員の年齢構成の偏りをふまえ、長期的な視点に基づいた教員の需要見込みにより、計

画的・継続的な採用を行う。 

・広報活動を工夫し、本市の教育の魅力を広く周知する。また、社会情勢に応じた選考方法の

工夫改善により、優秀な人材の確保に取り組む。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

教員採用選考試験の受験倍率 

小学校 2.8 倍 3 倍以上 5.7 倍 ↗ 

中学校 4.4 倍 5 倍以上 8.1 倍 ↗ 

取組内容 

・社会情勢や学校園での課題に対応するため、試験制度や選考方法の改善に適宜、取り組んだ。 

・堺の試験概要、教育の特色等を周知するため、各大学を訪問して説明会を実施したほか、堺

市内や大阪市内をはじめ東京・名古屋・岡山など他都市でも説明会を実施した。 

また、メールマガジンの送付、PR リーフレット・DVD の作成、近年では YouTube や Twitter

といった SNS の活用など、より効果的な広報の方法を検討し、実施した。 

・教員の年齢構成や経験をふまえ、人材育成の視点を取り入れながら、本市独自の教育施策に

対応する人事配置を行った。 

成果 
・採用選考試験の実施倍率については目標値を上回り、教員志願者数が減少するなか、令和 2

年度は過去最高の倍率を確保した。 

課題 

・引き続き、広報活動を工夫し、本市の教育の魅力を広く周知する。また、社会情勢に応じた

選考方法の工夫改善を行い、堺市教員育成指標に示す資質能力の素地をもった優秀な人材の

確保に取り組む必要がある。 

・今後の国の教育施策や人事施策の動向をふまえ、本市の教育施策を実現するための人事配置

が必要である。 
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【基本的方向性 4】家庭・地域とともに教育を推進 

 

 ■基本施策（12）「ひろがる教育」の推進と学びの支援 

 
 ◆施策の内容 
  学校・家庭・地域の連携・協働体制を構築するとともに、PTA やこども会の活動の支援、家庭や地域で

の子どもへの教育及び健全育成の取組の充実、放課後などの健全育成事業、図書館の充実に取り組む。 
 
 ◆取組内容 
  ・企業や NPO 法人、各種団体等と連携した「企業による学びの応援プログラム」を学校園や社会教育関

係団体に紹介し、多様な主体が実施する家庭教育支援に資する学習テーマの情報を提供した。 

  ・区役所と連携した学校運営の支援体制を強化するため、引き続き、区教育連携担当職員をモデル的に

配置した。 

  ・放課後等の健全育成事業において、将来予測に基づき、共用教室を確保するなど必要な活動場所の確

保を行った。 

  ・図書館の非来館型サービスの拡充として、メール申込みによる期間限定の臨時利用者 ID 発行サービ

スの実施や、講演会、講座等の動画を YouTube で配信できる仕組みの構築、図書郵送サービスモデル

実施事業（有料）を実施した。 

 
 ◆成果 
  ・新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」）の影響下において、活動の制約がある中、企業による

学びの応援プログラムについて、家庭教育支援に資するテーマとして 8件 153 名の活用があった。 

   （プログラム全体では、36件 2441 名の活用があった。） 

  ・区教育連携担当職員をモデル配置している区では、学校、スクールソーシャルワーカー、関係機関と

連携し、学校と一体的に初期段階の課題対応を行い、区役所関係課や教育委員会事務局との調整役

（つなぎ役）を担うことができた。 
  ・令和 2年 5月 1日現在の「のびのびルーム」の待機児童 0人を実現した。 

  ・臨時利用者 ID の発行により、電子書籍の利用が前年度同月比（4～6 月）と比較して約 6 倍に増加、

講演会、講座のオンライン実施については、前年度と同程度の応募があった。 
 
 ◆課題 
  ・コロナの影響により、保護者を対象とした多くの講座の開催が中止となったことから、新しい生活様

式の定着に対応する情報提供や学習機会の手法について検討が必要である。 
  ・各区との連携を推進し、教育相談窓口の充実と区教育連携担当職員の効果検証が必要である。 
  ・専用教室のほか、学校の協力のもと共用教室として放課後使用できる教室の確保を行い、受入人数の

確保を行う必要がある。 
  ・図書郵送サービスのモデル実施は令和 2年度末時点で利用者が 2人（3件）であり、今後広報やサー

ビス内容の見直しを実施し、利用増に向けて課題を整理する必要がある。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・「企業による学びの応援プログラム」を活用し、新しい生活様式にも対応するオンラインでの開催も

含めた、多種多様な家庭教育支援に資する学習テーマの情報提供を行う。 
  ・区教育連携担当職員の配置を含めた区教育・健全育成に係る取組効果の検証を行い、効果的な学校支

援等、今後の方向性について検討する。 
  ・放課後等における健全育成事業の活動場所や指導員を確保する。国の動向をふまえ、保護者ニーズへ

の対応策や事業のあり方を検討する。また、複数ある事業の制度の統一化を進める。 
  ・図書館の現行サービスの拡充や重点項目への取組、オンラインサービスの充実に取り組む。また、中

央図書館の機能と役割を整理し、新中央図書館の再整備の具体化に向けて取り組む。 
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 ◆事業評価 

（12）－ ① 家庭教育をはじめとした保護者への支援や地域での子どもの健全育成に対する支援 地域教育振興課 

事業概要 
保護者同士の支え合いやつながりをはぐくみ、家庭の教育力の向上につなげるため、家庭教育

の啓発や保護者自身の学び・育ちの支援に向けた事業を実施する 

R1 課題 

・全小学校区において、継続的に家庭教育に関する学習機会を確保できているが、学習テーマ

の質・量の向上のための支援が必要である。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の観点から、非対面型又は十分な感染拡大防

止対策を施したうえでの学習機会及び手段の確保が必要である。 

R2 取組内容 

・家庭教育に資する多様な学習テーマの情報提供及び学習機会の確保を目的に、「企業による

学びの応援プログラム（教育 CSR 推進事業）」と連携し、学校園や社会教育関係団体に対し、

企業や NPO 法人、各種団体等の多様な主体が実施する家庭教育支援に資する学習テーマの情

報を提供した。 

・親子間のコミュニケーションの活性化を目的に、関西大学との地域連携事業「撮影会付き☆

家族の笑顔がグッと増える！えがお先生の写真セミナー」を実施した。 

・親育ちに関する情報を掲載したホームページ「親育ち支援ポータル」で、保護者に対し「親

育ち支援ガイド」をはじめ、親育ちに関する情報提供や啓発を行った。 

・各学校園での保護者の学習機会状況について、実態調査を実施した。 

成果 

・令和 2年 9月から、学校園や PTA、こども会等の社会教育関係団体に家庭教育支援に関する

学習テーマの提供を目的に「企業による学びの応援プログラム（50 企業・団体、133 プログ

ラム）」を提供し、今年度は新型コロナウイルス感染症の影響下の中、8 件 153 名の活用が

あった。（プログラム全体では、36 件 2441 名の活用があった。） 

・写真を通して家族間の会話を始めとするコミュニケーションの活性化を目的とした、関西大

学と連携した事業を、サンスクエア堺（令和 2 年 11 月 29 日開催）で実施し、11 組 34 名の

参加があるなど、未就学児を持つ保護者への家庭教育支援を推進できた。 

・親育ちに関する情報を掲載したホームページ「親育ち支援ポータル」を活用することで、時

間・場所にとらわれない方法で情報提供を行った。 

・実態調査等で、全小学校区において、多種多様な機会を活用した家庭教育に関する講座等が

実施されていることが確認できた。 

課題 

・「企業による学びの応援プログラム」を家庭教育支援に関する学習テーマに活用できるよう、

学校園や社会教育関係団体に情報提供を行ったが、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、保護者を対象とした多くの講座の開催が中止となったことから、新しい生活様式の定着

に対応する情報提供や学習機会の手法について検討が必要である。 

・関西大学との連携事業は、堺市内在住の未就学児と保護者を対象とすることから、子ども青

少年局や各区役所が実施する事業と連携を行い、事業の相乗効果を発揮する必要がある。 

・ホームページの活用は、時間・場所にとらわれない情報提供や学習環境の提供を可能とする

が、現状の掲載内容だけでは、学校園で実施される学習機会の代替としては不十分であり、

より一層学習コンテンツの充実を進める必要がある。 

・実態調査等により、各小学校区では様々な機会を活用した家庭教育に関する講座等を自主的

に開催しており、今後は、地域における実情や状況に応じた家庭教育支援が実施できるよう、

家庭教育支援に資する多様な学習テーマの提供を行う必要がある。また、学校、家庭、地域

が相互に連携する体制づくりに対する取組を行う必要がある。 

今後の方向性 

・「企業による学びの応援プログラム」を活用し、新しい生活様式にも対応するオンラインで

の開催も含めた、多種多様な家庭教育支援に資する学習テーマの情報提供を行う。 

・関西大学との地域連携事業（令和 4年度までの継続事業）について、区役所等関係部署と情

報共有し、市民が参加しやすい環境を整えながらイベント開催を行う予定である。 

・保護者の就業やひとり親等、様々な状況を理由に学校園等で実施される学習機会へ参加する

ことが難しい保護者の学びを支援するため、他部局が実施する子育てに関する情報を含めた

ホームページ掲載内容のさらなる充実、SNS を活用した効果的な情報発信・学習機会の提供

について検討を行う。 

・地域における実情や状況に応じたきめ細やかな家庭教育支援を行うためには、学校、家庭、

地域が相互に連携する体制づくりが重要であることから、学校を核とした地域学校協働活動

全般に対して、PTA やこども会等の社会教育関係団体、関係機関と連携し、地域で多様な活

動を行う人材の養成や啓発を行う。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

親育ち支援講座（旧家庭教育サポート講座）の実施

や PTA による自主的な研修等の取組の実施 
- 

74 校区 

(Ｈ27) 

全小学校

区で実施 

全小学校

区で実施

(92 校区） 

↗ 

取組内容 

・親育ち支援講座（旧家庭教育サポート講座）の実施 

・保護者同士の支え合いやつながりをはぐくみ、家庭の教育力の向上につなげるため、家

庭教育支援にかかる講師を派遣する親育ち支援講座（旧家庭教育サポート講座）を実施

した。 

・令和 2 年度から「企業による学びの応援プログラム」（教育 CSR 推進事業）と連携し、

企業や NPO 法人、各種団体等の多様な主体が実施する家庭教育支援に資する学習テーマ

について、学校園・PTA・こども会等の社会教育関係団体へ情報提供を行った。 

・「親育ち支援ポータルの開設」 

平成 29 年度から、親育ちに関する情報を掲載したホームページ「親育ち支援ポータル」を

堺市ホームページ上に開設し、学校園で開催される講座等に参加することが難しい保護者

等へも情報提供や啓発を行っている。 

・関西大学との地域連携事業の実施（令和 2 年～4 年度実施予定） 

 関西大学と本市が連携して実施する地域連携事業として、親子間のコミュニケーション

の活性化を目的とした、「撮影会付き☆家族の笑顔がグッと増える！えがお先生の写真

セミナー」を実施した。 

・堺市 PTA 協議会との連携 

 平成 30 年度に堺市 PTA 協議会と共催し、保護者の学びや交流の場づくりとして、世界

文化遺産の一つであるニサンザイ古墳の外周と清掃活動「親子で！みんなで！古墳を清

掃！」を実施した。 

成果 

・学校園に対する実態調査等で、全小学校区において、家庭教育に関する講座等が実施されて

いることが確認できた。 

・親育ちに関する情報を掲載したホームページ「親育ち支援ポータル」を活用することで、時

間・場所にとらわれない情報提供を実施することができた。 

・関西大学と連携した事業の実施は、多様な主体の参画による保護者支援に資することとなっ

た。また、今まで実施していなかった未就学児を持つ保護者への家庭教育支援の推進につな

がるものとなった。 

・堺市 PTA 協議会と連携した取組を実施することで、行政機関のみならず、社会教育関係団

体と連携した家庭教育支援の取組を実施できた。 

課題 

・学校園に対する実態調査等の結果から、全小学校区での家庭教育に関する講座等の実施を確

認できており、そのほとんどは学校園や PTA 等による自主的な開催であることから、今後

は学習テーマの情報提供のみならず、地域における特色や実情に応じた家庭教育支援が実施

できるよう、学校、家庭、地域が相互に連携する体制づくりに対する取組や支援を行う必要

がある。 

・保護者の就業やひとり親等、様々な状況を理由に学校園等で実施される学習機会へ参加する

ことが難しい保護者の学びを支援するため、他部局が実施する子育てに関する情報を含めた

ホームページ掲載内容のさらなる充実、SNS を活用した効果的な情報発信・学習機会の提供

について検討を行う必要がある。 

・関西大学との地域連携事業により、今まで実施していなかった未就学児を持つ保護者への支

援につながったが、子ども青少年局や各区役所等が行っている子育て支援事業との相乗効果

を発揮するため、情報共有や事業連携が必要だと考えられる。 

・堺市 PTA 協議会は、多数の保護者を会員とする社会教育関係団体であり、同協議会と連携

した取組の推進が必要である。 
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（12）－ ② 区教育・健全育成にかかる取組の充実 教育政策課 

事業概要 

・区教育・健全育成会議の提言をふまえ、市長事務部局と連携して各区の教育力の向上及び健

全育成の取組を充実する。 

・各区で教育や健全育成に関する相談窓口を設置し、関係機関等と連携した課題解決を図る。 

R1 課題 

・区教育・健全育成会議を廃止後、各区の実情に合わせた教育委員会と区との連携のあり方に

ついて検討が必要である。 

・モデル的に実施している区教育連携担当職員配置を含めた区教育・健全育成にかかる取組の

効果検証が必要である。 

R2 取組内容 

・教育相談窓口の報告を毎月受領した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、取組全体の効果検証はできなかったが、取組状況

の把握や教育相談窓口の相談内容から新型コロナウイルス感染症による影響を整理した。 

・区役所と連携した学校運営の支援体制を強化するため、引き続き、区教育連携担当職員をモ

デル的に配置した。 

成果 

・区教育・健全育成会議廃止後、教育相談窓口を継続実施することで、区役所にも教育につい

て相談できる窓口を置くことができた。 

・区教育連携担当職員をモデル配置している区では、学校、スクールソーシャルワーカー、関

係機関と連携し、学校と一体的に初期段階の課題対応を行い、区役所関係課や教育委員会事

務局との調整役（つなぎ役）を担うことができた。 

課題 
・教育委員会と区との連携を推進し、教育相談窓口の充実と区教育連携担当職員の効果検証が

必要である。 

今後の方向性 

・教育相談窓口の情報収集や充実にむけて取り組む。 

・区教育連携担当職員の配置を含めた区教育・健全育成に係る取組効果の検証を行い、効果的

な学校支援等、今後の方向性について検討する。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「家の人と学校での出来事について話をしている

（している・どちらかといえばしている」と答えた児

童生徒の割合）（全国学力・学習状況調査） 

小 6 80.9％ 87％ 78.1％ ↘ 

中 3 71.6％ 78％ 76.2％ ↗ 

取組内容 

・平成 27 年 4 月から各区に区教育・健全育成会議と区教育・健全育成相談窓口を設置し、

「家庭・地域における教育・健全育成に向けた取組」をテーマに市長と教育委員会からの

審議依頼を受け、活発な審議を行ってきた。また、区教育・健全育成相談窓口では、教員

OB が学校に直接相談しづらい児童生徒、保護者からの相談に対応した。 

・区役所と連携した学校運営の支援体制を強化するため、区教育連携担当職員をモデル的に配

置した。 

成果 

・全国学力・学習状況調査で「家の人と学校での出来事について話をしている」に肯定的に

答えた児童生徒は、平成 26 年度から令和元年度までの 5 年間において小 6 で 2.8％下落、

中 3 で 4.6％上昇している。 

・成果指標からは、区教育・健全育成会議の取組が、家庭教育の改善に寄与したと言えない

が、会議の提言を受けて、基本的生活習慣の定着や読書習慣等、子どもの教育・健全育成

に資する事業を区役所で実施できたことは成果である。 

課題 
・区教育連携担当職員の配置を含めた区教育・健全育成に係る取組効果の検証を行い、教育

相談窓口も含め、区と教育委員会の連携の研究が必要である。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（12）－③ 堺版コミュニティ・スクール推進事業 【（10）－②で再掲】 学校指導課 

事業概要 学校・家庭・地域が連携・協働することにより、地域社会とともにある学校づくりを推進する。 

R1 課題 

・各校区の課題に応じた特色ある取組を推進できるよう、各校の実情に応じて学校協議会を開

催する。また、授業などの教育課程においても、地域・保護者と連携・協働しながら「社会

に開かれた教育課程」の実現をめざす。 

・地域協働担当教員及びコーディネーターの堺版コミュニティ・スクールへの理解を深めるた

め、引き続き研修を充実させる必要がある。 

R2 取組内容 

・全小中学校「学校協議会」において、学校経営方針を共有し、よりよい学校づくりに向けて

学校と地域がともに考え、議論した。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、学校・家庭・地域が参集する「学校

協議会」を開催できない場合は、書面開催や数回に分けて説明を行うなど、工夫し実施した。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、堺市教育委員会主催の地域協働担当

教員やコーディネーター対象の研修については、実施できなかった。 

成果 
・「保護者や地域の人が学校の諸活動に参加している」と答えた学校の割合は、小学校 92.4％、

中学校 97.6％と高水準を維持することができた。 

課題 
・今後も、堺版コミュニティ・スクール及び地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営

協議会」（コミュニティ・スクール）への理解を深めるため、研修を実施する必要がある。 

今後の方向性 

・「社会に開かれた教育課程の実現」のため、学校・家庭・地域の関係者が学校運営に参画し、

目標や課題を共有している、組織的で持続可能な仕組みの構築をめざす。 

・地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営協議会」（コミュニティ・スクール）の導入

に向けて検討を行う。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2）※ 
傾向 

「保護者や地域の人が学校の諸活動に（ボランティ

アとして）参加してくれる（よく参加してくれる・参

加してくれる）」と答えた学校の割合（全国学力・学

習状況調査） 

小学校 91.4% 96% 92.4％ ↗ 

中学校 92.9% 98% 97.6％ ↗ 

取組内容 

・全小中学校「学校協議会」において、学校経営方針を共有し、よりよい学校づくりに向けて、

学校と地域がともに考え、議論した。 

・管理職、地域協働担当教員、保護者、コーディネーター、地域住民等を対象とした研修会に

おいて、小中学校からの実践発表や学識経験者による講演を行い、他校や他市のコミュニテ

ィ・スクールの推進に向けた特色ある取組を紹介するなど、各学校の取組の活性化を図った。 

成果 

・「保護者や地域の人が学校の諸活動に参加している」と答えた学校の割合は、目標値につい

ては未達成となったものの、実績値は小学校 92.4％、中学校 97.6％と高水準を維持するこ

とができた。 

・地域協働担当教員とコーディネーターが連携し、学校の教育活動を支援する人材や組織のネ

ットワークづくりに取り組んだ。 

・全小中学校において学校協議会を実施し、R‐PDCA サイクルに基づいた学校経営に取り組

み、よりよい学校づくりに向け学校経営方針の共有や、学校教育活動についての現状や課題

を共有することができた。 

課題 

・今後、堺版コミュニティ・スクール及び地教行法第 47 条の 6 で示されている「学校運営協

議会」（コミュニティ・スクール）のめざす方向性や学校教育活動を支援する人材や組織の

ネットワークづくりの重要性を一層、周知する必要がある。 

※令和 2 年度全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（12）－ ④ 放課後等の健全育成事業 放課後子ども支援課 

事業概要 

子どもたちが様々な体験や人との関わりの中で成長し、安心して過ごせる場となるよう、「堺

市放課後子ども総合プラン（堺っ子くらぶ）」、「のびのびルーム」、「放課後ルーム」などの事

業を、学校との連携を図りながら実施する。 

R1 課題 

・将来予測をふまえた校舎内専用区画の確保及び共用教室の確保が必要である。 

・社会情勢の変化により更なる共働き家庭等の児童数の増加が見込まれており、今後も増加す

る利用申込みに対応するため、待機児童の発生が予想される校区において活動場所を確保す

る必要がある。 

・運営事業者に対し、業務の履行状況を点検・確認し、助言・指導する体制を強化する必要が

ある。 

・複数事業の統一のための活動場所を確保する必要がある。 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症に対し、学校での新しい生活様式をふまえた、感染症対策等を実

施した。 

・将来予測に基づき、共用教室を確保するなど必要な活動場所の確保を行った。 

・職員による定期的なルーム巡回を実施した。また、のびのびルーム、堺っ子くらぶを利用す

る全学年の利用児童と保護者を対象としたアンケート調査を令和 2 年 10 月に実施し、運営

状況の把握を行った。 

・活動場所を確保し、「放課後ルーム」実施校のうち 2 校を「のびのびルーム」に移行した。 

成果 

・学校での新しい生活様式をふまえた、感染症対策等を運営事業者に助言・指導を行い、学校

と連携した対策を行った。また、学校の協力のもと、緊急事態宣言下においては広く活動場

所の確保を行った。 

・令和 2 年 5 月 1 日現在の「のびのびルーム」の待機児童 0 人を実現した。 

・全学年を対象としたアンケートの実施により、広く利用者の意見等を得ることで、運営事業

者に対し各ルームの状況に応じた助言・指導を行うことができた。 

課題 

・専用教室のほか学校の協力のもと共用教室として放課後使用できる教室の確保を行い、受入

人数の確保を行う必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症に対し、学校での新しい生活様式をふまえた、感染症対策等を運

営事業者に助言・指導を行い、学校と連携した対策に取り組んでいく必要がある。 

今後の方向性 

・放課後等における健全育成事業の活動場所や指導員を確保し、子どもたちに安全・安心が保

障された放課後等の居場所の提供に努める。 

・今後、国の動向をふまえ、保護者ニーズへの対応策や事業のあり方を検討し、また、子ども

たちの健全育成に資するため、活動内容の充実と、指導員等の資質向上に取り組む。 

・複数ある事業の制度の統一化を進める。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

待機児童数の解消（のびのびルーム待機児童数） - 122 人 0 人 0 人 ↗ 

取組内容 

・将来予測に基づき、共用教室を確保するなど必要な活動場所の確保を行った。 

・職員による定期的なルーム巡回を実施した。また、のびのびルーム、堺っ子くらぶの利用児

童と保護者を対象としたアンケート調査を平成 29 年度から毎年実施し、運営状況の把握を

行った。 

・活動場所の確保を行い、「放課後ルーム」実施校を「のびのびルーム」に順次移行した。 

成果 

・平成28年度から「のびのびルーム」の待機児童0人を実現した。 

・令和元年度は「放課後ルーム」を除く全学年を対象、令和2年度は全事業の全利用者を対象

としたアンケートの実施により、広く利用者の意見等を得ることで、運営事業者に対し各ル

ームの状況に応じた助言・指導を行うことができた。 

課題 

・今後、国の動向をふまえ、保護者のニーズへの対応策や複数ある事業の制度の統一化を進

めるなど、事業のあり方を検討し、また、子どもたちの健全育成に資するため、活動内容

の充実と指導員等の資質向上に取り組むことが必要である。 
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（12）－ ⑤ 地域の知の拠点としての図書館の充実 中央図書館 

事業概要 
・資料・情報の充実を図り、市民の生涯学習の場として多様な学習活動を支援する。 

・子どもたちの読書習慣の形成及び読書活動を推進する。 

R1 課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための臨時休館などの影響もあり、年間個人貸

出点数は減少したが、今後も続く感染症に対する拡大防止対策を講じた上で、情報発信や利

用の増加に向けた取組を引き続き進めていく必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、3月2日から5月25日までの臨時休館時に

は、来館型サービスを休止した。来館以外の非来館型サービス拡充を進める必要がある。 

R2 取組内容 

・5 月 26 日以降の来館型サービス（予約・貸出・閲覧など）は、席を間引く、出口での

手指消毒やマスク着用の徹底、イベントを中止する、あるいは規模を縮小して開催する

などの対策を行った。 

・堺市立図書館公式 Twitter を利用して、来館しなくても利用できるサービスや、図書館

の様子などを、開館中は必ず投稿して、情報発信の継続に努めた。 

・外出自粛や学校園の休校への対応として、電子図書館（電子書籍）の利用促進を図るに

あたり、貸出カードを持っていない方にも利用してもらうため、メール申込みによる期

間限定の臨時利用者 ID 発行サービスを実施した。 

・非来館型サービスの拡充として、講演会、講座等の動画を YouTube で配信できる仕組み

を構築し、郷土資料展記念講演会及びボランティアステップアップ講座の動画を配信し

た。 

・図書郵送サービスモデル実施事業（有料）を 1 月 29 日から開始した。 

成果 

・7 月に、市民ニーズの多様化に対応するため、堺市立図書館がこれまで築き上げてきた基盤

の上に、時代の変化に対応し、今後の大きな方向性を定めるために、中央図書館基本指針～

図書館サービスの向上のために～を策定した。 

・図書館公式 Twitter での情報発信のほか、堺市の各公式 Twitter もリツイートすることで、

より情報を拡散して発信することができた。 

・臨時利用者 ID の発行により、電子書籍の利用が前年度同月比（4～6 月）と比較して約 6 倍

に増加し、外出自粛要請下での資料提供に貢献することができた。 

・講演会、講座のオンライン実施については、前年度と同程度の応募があり、配信形式でも実

施することができた。 

・11 月に堺市立図書館協議会規則を一部改正し、協議会委員がオンラインでも参加できるよ

うになった。12 月の図書館協議会で実施し、無事開催することができた。 

課題 

・来館型サービスの制限を行った結果、前年度と比較して年間個人貸出点数、年間レファレン

ス件数はともに減少した。 

・オンラインによる講演会、講座で、インターネット閲覧環境がないため参加を見送るといい

った声があった。 

・オンラインによる図書館協議会は、途中で通信が途切れる、ハウリングが起きるなどのトラ

ブルがあり、今後は通信環境の整備による安定した運営が課題である。 

・図書郵送サービスのモデル実施は年度末時点で利用者が 2 人（3 件）。今後広報やサービス

内容の見直しを実施し、利用増に向けて課題を整理する必要がある。 

今後の方向性 

・中央図書館基本指針を基に、現行サービスの拡充や重点項目への取組を行っていく。 

・新型コロナウイルス感染症の対策も含めて、来館しなくても資料・情報にアクセスできるよ

うオンラインサービスの充実に取り組む。 

・いつでも、だれでも、どこからでも学べる環境を整え、また、地域の知の拠点・情報の拠点

として、資料・情報の充実及び利便性の向上を図る。 

・中央図書館の機能と役割を整理し、新中央図書館の再整備の具体化に向けて取り組む。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

年間個人貸出点数 - 約 449 万点 480 万点 約 334 万点 ↘ 

年間レファレンス件数 - 約 10 万 8 千件 11 万件 約 6 万 3 千件 ↘ 

取組内容 

・平成 16 年 3 月策定の「こども読書活動推進計画-夢をはぐくむ・堺っ子読書活動-」の改定

に向けて、庁内で議論を行い、また、日頃から図書館で子どもの読書活動に関わっているボ

ランティア団体等からもヒアリングを行った。 

・図書館ホームページのリニューアルや図書館情報システムの機能強化を実施し、利用者の

利便性向上に努めた。 

・図書館の認知度と利用促進を図るため、堺市立図書館公式ツイッターを開設するなど、広

報、情報提供に努めた。また、各館の状況に合わせた資料収集、ブックフェア等の取組によ

り魅力ある書架づくりを行った。 

・全国紙 6 紙の新聞記事の中から堺市に関する記事を見出しで検索できる「堺市関係新聞記

事見出し索引」を Web 上で公開することで、非来館型での情報提供、及びレファレンスサ

ービス活用の糸口とした。 

成果 

・平成 31 年 2 月、すべての子どもの発達段階に応じた体系的な取組を一層推進するため、「堺

市子ども読書活動推進計画 つながる・ひろがる 堺っ子読書活動」を改定した。 

・令和 2 年 7 月に「中央図書館基本指針～図書館サービス機能の向上のために～」を策定し

た。 

・平成 25 年度から平成 30 年度までの政令指定都市立図書館の千人当たり年間貸出点数の推

移をみると、政令指定都市平均を上回っている。 

課題 

・堺市子ども読書活動推進計画に基づき、家庭、地域、市立図書館、学校等の連携と協力によ

り、子どもの読書環境と自主的な読書活動を啓発・支援する体系的な取組を継続して行って

いく必要がある。 

・平成 26 年度から令和元年度までの、政令指定都市立図書館の千人あたり年間貸出点数の推

移をみると、本市は政令指定都市平均を上回っているが、全体的に減少傾向にあり、来館型

に代わる ICT を活用した新たなサービスを実施していく必要がある。 

・令和 2 年 7 月に策定した中央図書館基本指針に基づき、現行サービスの拡充や重点項目へ

の取組を行っていく必要がある。 

・情報発信を強化することで図書館サービスを周知し、図書館利用の促進を図る必要がある。 

・電子書籍提供サービス（電子図書館）に、堺市独自資料として行政資料を収集・公開するこ

とで情報の充実を図る必要がある。 
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【基本的方向性 5】よりよい教育環境の充実 

 

 ■基本施策（13）安全・安心で良好な教育環境の整備 

 
 ◆施策の内容 
  子どもたちが安全・安心に過ごせる良好な教育環境をつくるため、中学校給食、学校 ICT 化、学校施

設・設備の計画的な整備、学校規模の適正化等に取り組む。 

 
 ◆取組内容 
  ・選択制中学校給食において、来月分の未予約者への声掛けや「ずっと予約」登録者の予約漏れのフォ

ロー等、利用したい生徒・保護者が漏れなく利用できるような取組を行った。 
  ・校内通信ネットワーク及び児童生徒 1人 1台端末（以下「1人 1台端末」）の整備、GIGA スクール構

想導入研修の実施、GIGA スクールサポ―ター約 70 名の配置、Wi-Fi モバイルルーター2,500 台の調

達を行った。 

  ・トイレの部分改修や長寿命化改修設計、中学校の特別教室（理科室・調理室・美術室）の冷暖房設備

整備等を行った。 

 
 ◆成果 
  ・選択制中学校給食の利用率は、微増ではあるが増えており、今までの周知活動により、一定利用者が

定着してきていると考えられる。 
  ・1 人 1台端末の初期設定が完了した学校から順次、1人 1台端末の家庭への持ち帰り実施及び授業で

の活用を開始した。 

  ・トイレの部分改修により、学校環境の改善を行い、中学校の特別教室（理科室・調理室・美術室）の

冷暖房設備整備については令和 3年度夏までに完了する見込みである。 
 
 ◆課題 
  ・選択制中学校給食への理解を深めてもらうための周知方法の検討が必要である。 
  ・1人 1 台端末活用の運用ルールの整理、教員研修の充実、システムや端末の不調や故障への対応、児

童生徒への情報活用能力の育成、1 人 1 アカウントによるクラウドの円滑な運用などが課題である。 

  ・新型コロナウイルス感染症の影響により、工事に一部の遅れが生じている。 
 
 ◆今後の方向性 
  ・全員喫食制の中学校給食の実現に向け、堺市中学校給食改革実施計画を策定する。また、給食センタ

ーの整備及び運営、中学校配膳室等の環境整備、給食に関する衛生管理体制・指導体制の検討を行う。 
  ・これまでの堺スタイルに加え、自らの学びを進めるために自在に ICT を使いこなす子どもの育成に向

けた取組を融合した「新・堺スタイル」を展開する。 
  ・令和 4年度夏までに小学校の特別教室（理科室・家庭科室）の冷暖房設備の整備を行う。また、小学

校全学年で令和 7年度までに段階的に移行する 35人学級をふまえ、児童数、教室数の増加等を見据

えながら、必要な教室数を確保するための施設整備（普通教室に転用等）を行う。 
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 ◆事業評価 

（13）－ ① 中学校給食事業・全員喫食制の中学校給食の実現 
学校給食課 

中学校給食準備室 

事業概要 

中学校給食事業 

（H28.11 月から選択制給食を実施） 

全員喫食制の中学校給食の実現 

（R1.11 月から全員喫食制の中学校給食の実

施方式の調査などを開始） 

・家庭弁当と学校給食双方の利点を生かすこ

とが可能な選択制給食を実施し、中学生に

栄養バランスのとれた安全・安心な給食を

提供する。 

・中学校において、センター方式による安全・

安心な全員喫食制の給食を実施する。 

R1 課題 

・生徒・保護者向けのより効果的な周知方法

などを検討する必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症の感染防止の観

点から、試食会等の実施が困難となった。 

・令和 2 年 3 月決定の「全員喫食制の中学校

給食の実施に向けた基本的な考え方」に基

づき、給食センターの具体的な整備・運営手

法等についての検討。 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

のため、学校訪問や保護者試食会など、積

極的な取組はできなかったが、来月分の未

予約者への声掛けや「ずっと予約」登録者

の予約漏れのフォロー等、利用したい生徒・

保護者が漏れなく利用できるような取組を

行った。 

・堺市中学校給食検討懇話会の設置による意

見聴取。（全 8 回） 

・「堺市中学校給食改革実施方針（案）」のパブ

リックコメントの実施。 

・PFI 手法の導入可能性調査の実施。 

・各中学校配膳室等の整備に向けた調査の実

施。 

・給食センター建設候補地の検討。 

成果 

・R1 より、微増ではあるが、利用率は増えて

おり、今までの中学校給食の周知活動によ

り、一定利用者が定着してきていると考え

られる。 

・「堺市中学校給食改革実施方針」の策定。 

・給食センターの整備・運営事業に係る PFI 手

法の導入の決定。 

課題 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

を図りながら、未利用者に対して、中学校給

食への理解を深めてもらうための周知方法

の検討が必要である。 

 

今後の方向性 

 ・「堺市中学校給食改革実施計画」を策定す

る。 

・給食センターの整備及び運営、中学校配膳

室等の環境整備を行う。 

・給食に関する衛生管理体制・指導体制を検

討する。 

・中学校給食を活用した食育の推進。 
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5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

中学校給食実施校 - 
100% 

(H28) 
全中学校 100％ → 

試食会における保護者の満足度 

（代替指標） 
- 

98% 

(H30) 
100% 97% ※ ↘ 

中学校給食喫食率 

（追加指標） 
- 

7.6% 

(H29) 
20% 8.5％ ↗ 

取組内容 

・全員登録制へ変更（利用手続きを短縮し、利用者の利便性の向上を図る） 

・『堺市中学校給食予約システム』の改修（卒業時まで自動で予約を入れる『ずっと予約』や

一定額を下回ると自動的にクレジット決済を行う『クレジット自動支払い』等、利用者の利

便性向上を図る） 

・周知活動（各学校の試食会や入学説明会での PR、堺市内ショッピングモールでの PR 活動） 

・保護者・生徒対象の試食会の開催 

成果 

・『堺市中学校給食予約システム』において、『ずっと予約』、『クレジット自動支払い』を

行えるよう、システム改修を行ったことで、継続して給食を利用する方の利便性向上につな

がっている。また、利用したいと思った時にすぐに利用できるように全員登録を行い、入学

前に新 1 年生に予約に必要な書類を配付したことにより、1 年生の利用が増えている傾向に

ある。学校での試食会、市開催の試食会等におけるアンケート結果では、給食の味つけにつ

いて「美味しい」「ちょうどよい」と答えた保護者の割合は 98%であった。 

課題 

・試食会の保護者の満足度は高いが、中学校給食の喫食率は令和 2 年度実績 8.5%であり、目

標値 20%を下回った。喫食率の向上に向け、予約システムの更改や支払い方法の工夫をした

ことにより、喫食率は微増傾向であり、また、生徒・保護者対象の試食会では多くの肯定的

な意見を得ている。しかしながら、選択制制度により、家庭弁当と給食が学級内で混在して

いる状況から、生徒や保護者が給食の利用をためらうことも、喫食率が想定を下回っている

要因の一つであると考えられる。 

※令和 2 年度は試食会が実施されなかったため、令和元年度の数値を記載。 
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（13）－ ② 学校教育 ICT 化推進事業 学校 ICT 化推進室 

事業概要 
情報教育の推進、学校園における ICT 機器の整備、校務事務等の ICT 化の促進、教職員への ICT

活用研修、積極的な地域・市民への学校情報の発信等により、教育の ICT 化を推進する。 

R1 課題 

校内通信ネットワーク及び児童生徒 1 人 1 台端末の整備という「GIGA スクール構想の実現」

が国により示された。当初令和 5 年度整備完了のところ、災害や感染症の発生等による学校の

臨時休業等の緊急時においても、ICT の活用によりすべての子供たちの学びを保障できる環境

を早急に実現するため、令和 2 年度中に全小・中・支援学校児童生徒への端末整備へと前倒し

となった。 

令和 2 年度においては、「GIGA スクール構想」におけるハード・ソフト・人材を一体とした整

備を加速する必要がある。 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症による学級閉鎖や長期出席停止となった児童生徒に対し、学校と

コミュニケーションを図ったり、ドリルコンテンツで学習したりするため、臨時のオンライ

ン学習ツールのアカウントを全児童生徒分配付し、また、端末及びモバイルルーターの貸与

を行った。 

・校内通信ネットワーク及び児童生徒 1 人 1 台端末を整備した。 

・管理職及び担当者に対し、「GIGA スクール構想導入研修」を実施した。 

・教職員対象の各種アプリケーション操作研修を動画配信にて実施した。 

・GIGA スクールサポ―ターを約 70 名配置した。 

・インターネット環境のない家庭に貸与する Wi-Fi モバイルルーターを 2,500 台調達した。 

成果 

・校内通信ネットワークについて、全市立小・中・高・支援学校において令和 3 年 3 月に整備

完了。 

・児童生徒 1 人 1 台端末について、全市立小・中・支援学校に令和 2 年 12 月整備完了。 

・「GIGA スクール構想導入研修」に 424 名参加。 

・初期設定が完了した学校から順次、児童生徒用端末の家庭への持ち帰り実施及び授業での活

用開始。 

課題 

・学校における端末活用の運用ルールの整理、効果的な活用を推進するための教員研修の充

実、システムや端末の不調や故障への対応、児童生徒への情報活用能力の育成、1 人 1 アカ

ウントによるクラウドの円滑な運用などが課題である。 

今後の方向性 

・デジタル大型テレビと指導者用タブレットを活用したこれまでの堺スタイルに加え、自らの

学びを進めるために自在に ICT を使いこなす子どもの育成に向けた取組を融合した「新・堺

スタイル」を展開する。 

・一つひとつの課題について学校及び導入事業者と連携を図り、円滑な運用を進めていく。子

どもたちの情報活用能力の育成を図り、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない、公

正に個別最適化された学びを実現していく。また、「教えの変革から子どもの学びの変革」

については、研修を担当するグループと連携し進めていく。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値

（R2） 

実績値

（R2） 
傾向 

ICT 活用率（授業で ICT を活用できる教員の割

合） 
- 69.3% 100% 82.9% ↗ 

児童・生徒に対する教育用端末の整備台数 小・中・支援 8.0 人/台 3.6 人/台 1 人/台 ↗ 

取組内容 

・令和元年度において、令和 2 度から小学校で必修化されるプログラミング教育を推進する

ため、全小学校及び支援学校に児童用タブレット端末を約 3,700 台整備。 

・「GIGA スクール構想の実現」に向け、令和 2 年度 12 月に全市立小・中・支援学校に児童

生徒 1 人 1 台端末を約 70,000 台整備。 

・令和 3 年 3 月末に全市立小・中・支援学校に高速大容量の通信環境を整備。 

成果 

・平成 25 年度に小学校において指導者用タブレットを大型デジタルテレビに投影して効果

的な授業を行う授業の手法「堺スタイル」を実施し、平成 30 年度には中学校でも取組を

始めたことで、令和 2 年度における教員の ICT 活用率が 80％を超えている。 

課題 
・児童生徒 1 人 1 台端末を有効に活用するため、教員研修を充実し、ICT に苦手意識のある

教員の意識改革を図る必要がある。 
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（13）－ ③ 学校園の教育環境の充実 
学校施設課 

教育環境整備推進室 

事業概要 
・学校施設・設備上の課題に対し、安全・安心で良好な学校環境整備に取り組む。 

・学校規模の適正化に取り組む。 

R1 課題 
・学校施設整備計画に基づいた施設整備の推進 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の取組を徹底した工事の実施 

R2 取組内容 

・新型コロナウイルス感染症対応で影響を受けながらも、トイレの部分改修を行った。 

・長寿命化改修設計や増築工事を行った。 

・中学校の特別教室（理科室・調理室・美術室）の冷暖房設備整備を推進した。 

・小規模校へのヒアリングを順次行い、学校や保護者、地域の現状把握を行った。 

・次期再編整備対象校の選定に向け、学校や保護者、地域等の意見を聴きながら再編に向けた

調整を進めた。 

成果 
・令和 3 年度夏までに中学校の特別教室の冷暖房設備整備を完了する見込みである。 

・トイレの部分改修により、学校環境の改善を行った。 

課題 
・新型コロナウイルス感染症の影響による工事の一部の遅れ（外壁改修、トイレの全面改修な

ど令和 2 年度実施予定だった工事の一部を令和 3 年度実施に変更）が生じている。 

今後の方向性 

・学校施設整備計画に基づき、長寿命化改修工事をはじめとする施設整備に取り組む。 

・令和 4 年度夏までに小学校の特別教室（理科室・家庭科室）の冷暖房設備の整備を行う。 

・小学校全学年で令和 7 年度までに段階的に移行する 35 人学級をふまえ、児童数、教室数の

増加等を見据えながら、必要な教室数を確保するための施設整備（普通教室に転用等）を行

う。 

・児童数の推移等をふまえ、次期再編整備校を選定し、学校や保護者、地域等の意見を聴きな

がら再編を進める。 

 

5 年間の総括 

成果指標 対象 
現状値

（H26） 

目標値 

（R2） 

実績値 

（R2） 
傾向 

学校園において児童生徒が安全・安心に過

ごすことができる環境の整備 
－ － 

総合整備計画に

基づく各年度の

施設整備の推進 

学校施設整備計

画に基づく施設

整備の推進 

↗ 

取組内容 
・原山ひかり小学校再編整備 

・学校施設整備計画の策定及び推進 

成果 

・学校施設整備計画を策定し、今後の施設整備の方向性を示すことができた。 

・小中支援学校の普通教室と特別教室（図書館、音楽室、PC 室、管理諸室など）、幼稚園保

育室の冷暖房設備の整備を行った。 

・平成 29 年度にトイレの環境改善計画を策定し、全面改修と部分改修により今後の改善の方

向性を示し、計画的に整備している。 

課題 
・トイレの環境改善計画に基づくトイレの環境整備の進捗が遅れているため、適宜計画の見直

しを行い、工夫しながら事業を進める必要がある。 

 
 


